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　コンプライアンス

■ グループ全体でコンプライアンスを推進 ■
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2020年度は、「業務改善計画記載事項の着実な実行、見直し事項の浸
透」、「自律的なコンプライアンスの推進と支援の継続」をコンプライ
アンス推進の基本方針に掲げています。また、当社グループ全体で認
識し取り組むべきコンプライアンス推進の重点テーマとして、「悪しき
前例との決別」、「贈答接待規程の確実な遵守」および「コンプライアン
ス相談窓口活用の推進」の3つを選定しています。
この基本方針および重点テーマを基軸に、当社グループ全従業員のコ
ンプライアンス意識の醸成を図ります。

◆ ◆ ◆ 体　制 ◆ ◆ ◆

当社グループでは、法令等遵守体制の抜本的な強化を図るため、外部人材を活用したコンプライアンス体制の再構築をおこなうこと
とし、今年度に、「コンプライアンス委員会」および「コンプライアンス推進室」を新設しました。
当社グループにおけるコンプライアンスに係る監督機能強化のため、執行から独立した「コンプライアンス委員会」を、取締役会直
下に設置しています。コンプライアンス委員会は、委員長を含む委員の過半数を社外有識者として、コンプライアンスに係る基本方
針や、取締役および執行役等に関する問題事象の対処方針など特に重要なものについて、審議・承認するとともに、社長等執行に対
して必要に応じ直接指導、助言、監督し、取締役会に定期的に報告をおこないます。
コンプライアンス推進室は、コンプライアンスにかかる推進機能を強化するために、執行側において、総務室から独立した組織とし
て新設され、法的知見を有するスタッフの他、多様な職歴を有するスタッフで構成されています。当社グループのコンプライアンス
推進計画の策定、実施および問題事象への対応を担うとともに、コンプライアンスにかかる諸事象について、コンプライアンス委員
会に報告、付議します。そして、コンプライアンス委員会の指導、助言、監督のもと、社長等執行が具体的な取組みをおこないます。
また、コンプライアンス推進室を担当する役員は、毎月、コンプライアンスの推進状況をコンプライアンス委員長に報告し、指導、
助言、監督を受けています。

◆コンプライアンス推進体制

◆ ◆ ◆ 目　標 ◆ ◆ ◆

・コンプライアンスの徹底：重大な社会コンプライアンス違反件数「0件」　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→2019年度実績：7件　

・コンプライアンス相談窓口の活用促進：コンプライアンス相談窓口の受付件数およびそのなかでの重大なコンプライアンス違反の件数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→コンプライアンス相談窓口受付件数：2018年（73件）、2019年（74件）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2019年度　重大なコンプラインス違反にかかる相談：0件）

◆ ◆ ◆ 取組み ◆ ◆ ◆

●当社各部門・グループ各社のコンプライアンス推進 
各部門・グループ各社が能動的にPDCAサイクルを機能させ、コンプライアンスを推進することで、「コンプライアンスが経営の基盤
である」という考え方のグループ全体の浸透・定着を図っています。
具体的には、各部門では、基本方針や重点テーマ、各部門の事業・業務特性、経営環境の変化に伴い今後生じうるコンプライアンス
リスク、社内外で過去に発生した不祥事などを踏まえ、各部門で自部門の「コンプライアンス推進計画」を策定し、推進の実践、評
価および改善を図っています。また、グループ各社では、基本方針、重点テーマを踏まえ、それぞれの事業特性、経営規模などの実
態に即して自律的にコンプライアンスを推進しています。

●各部門・グループ各社の活動に対する支援 
コンプライアンス推進室は、グループ全体の推進を牽引するとともに、各部門グループ各社の取組みをサポートしています。例えば、
法令や社内ルール、企業倫理等に照らして、当社グループの役員従業員全員が遵守、注意すべきことを、18項目のコンプライアン
ス指針として定め、「コンプライアンス・マニュアル」のなかで具体的に説明しています。今後は、重点テーマに関連する内容を中心に、
各部門・グループ各社の活動に資するディスカッション教材などをさらに充実させ、コンプライアンスに関する研修を強化、実施し
ていきます。

●グローバル・コンプライアンスの取組み 
当社グループは、アジア・北米・欧州のほか、さまざまな地域でグローバルな事業展開を進めていきます。このようななか、当社グルー
プは海外においても、現地の法令やルールを守り社会的な要請に適用するなど、コンプライアンスをより一層徹底しなければならな
いと考えており、コンプライアンス指針の一つとして、「国際ルールや相手国の法令等の遵守」を明示しています。そこでは、贈賄規
制の強化が世界的な潮流であること、国際事業を進めるにあたっての贈賄に伴うリスクを理解して十分に注意していかなければなら
ないことなどを、当社グループの役員、従業員に対し周知しています。
具体的には、外国公務員等に対する贈賄防止に関する社内規定を制定し、不正意図を持った贈答接待などの禁止事項や遵守すべき事
項の明確化などを図るとともに、海外事業や国際取引に携わる部門やグループ会社において、海外贈賄の防止をテーマとした研修や
意識啓発をおこなうなど、海外での事業展開を念頭においたコンプライアンスの徹底にも努めていきます。

●コンプライアンス相談窓口 
当社が開設している「コンプライアンス相談窓口」は、各種
法令違反、不適切な職場の業務運営といった職場の業務に
おけるコンプライアンス上疑問を感じることについて相談
を受け付けています。当社グループ各社の従業員に加えて、
取引先の従業員の方の利用も可能で、リスク情報が広く収
集できる体制となっています。さらに、必要に応じ、事象
に即した分野の専門弁護士が対応することとし、自らの判
断でコンプライアンス委員会あるいは監査委員会に対処を
求め、実効的措置を講じることができる仕組みとなってい
ます。窓口は匿名での相談を可能としたり、女性相談員を
配置するなど、相談しやすい環境整備に努めています。ま
た、受け付けた相談については、事実調査の後、必要に応
じて問題への対応をおこないます。なお、相談のなかで重
大なコンプラアインス違反が確認されたものはありません
でしたが、内部通報制度の充実と活用促進を2020年度コン
プライアンス推進計画に掲げ、取組みを進めています。

当社グループでは、業務改善計画の取組みの一環として、「外部人材を活用したコンプライアンス体制の再構築」に向けて、当社グルー
プのコンプライアンスに係る監督機能を強化するため、今年度新たにコンプライアンス委員会を設置し、会合を開催しております。
コンプライアンス委員会の指導、助言、監督のもと、「悪しき前例と決別する」という視点を大切にし、下記のとおり定めたコンプラ
イアンス推進計画を着実に実施し、各部門・各職場での自律的なコンプライアンス推進を展開しています。

●コンプライアンス委員会の開催状況（8月末時点） 
•2020年5月18日会合での審議事項

コンプライアンス体制強化および意識の醸成・徹底に向けた今後の取組み事項と進め方、コンプライアンス推進に係る基本方針の
見直しの方向性など

•2020年6月12日会合での審議事項
業務改善計画の進捗状況、コンプライアンス推進に係る基本方針等の見直しの方向性など

•2020年8月17日会合での審議事項
役員退任後の嘱託等の報酬に関する調査報告書について

●2020年度コンプライアンス推進計画 
１．コンプライアンス推進に係る基本方針等の網羅的な見直しとその浸透

「ユーザー目線」でのコンプライアンス意識を醸成するため、コンプライアンス推進に係る基本方針や社内規程について、コン
プライアンス委員会の指導、助言、監督のもと、網羅的に見直していきます。また、2019年12月に制定した「贈答および接待
の取扱いに関する規程」について、検証をおこないながら、さらに実効的な内容へ見直します。
また、基本方針や贈答接待規程を全社大に浸透させるよう、メッセージ発信、社内報等を通じた丁寧な周知、研修の機会を活か
した意識啓発活動をおこなっていきます。

２．内部通報制度の充実と活用促進
•問題事象発生時における役員、従業員の報告ルール化

問題事象の発生時に、その発生箇所が、コンプライアンス推進室に速やかに報告すること、また、同室が、社会規範等の視点
から当該事象に対処するとともに、コンプライアンス委員会へ報告し、指導、助言、監督を受けることを社内規程に明記しました。

•内部通報・相談の仕組みの充実
役員、従業員および社外の関係者からの内部通報、相談について、「コンプライアンス相談窓口」が適切に対応し、さらに必要
に応じ、事象に即した分野の専門弁護士が対応することとし、自らの判断で、コンプライアンス委員会あるいは監査委員会に
対処を求め、実効的措置を講じることができる仕組みを確立しました。

今後は、内部通報制度に基づき役員、従業員が確実に問題事象を報告するよう、報告ルールについて丁寧に周知するとともに、
コンプライアンス相談窓口の活用を慫慂していきます。

３．コンプライアンス等に係る研修の実施
企業経営の刷新に向け、まず、役員が自らを磨き、格別に高い行動規範を堅持するため、役員トレーニングを強化し、社外の有
識者と、四半期に一度程度定期的に議論する場を設け、役員就任時の専用カリキュラムを整備します。あわせて、従業員につい
ても、従前の研修体系をさらに強化し、今後、コンプライアンス推進スタッフ向け研修や、公務員研修を参考にした新たな研修
を検討、実施し、当社グループのコンプライアンス意識の継続的な向上を図ります。

４．各部門・グループ各社の取り組み
P85の【当社各部門・グループ各社のコンプライアンス推進】のとおり、従来の取組みを継続していきます。

５．コンプライアンス事務局による各部門・グループ各社へのサポート
P85の【各部門・グループ各社の活動に対する支援】のとおり、従来の取組みを継続していきます。
当社グループは、引き続き、コンプライアンスを重視する組織風土の醸成を図るとともに、コンプライアンス強化に向けた取組
みを迅速かつ着実に実行していくことで、社会の皆さまからの信頼を再び賜ることができるよう全力を尽くしていきます。

●コンプライアンス違反への対応 
当社では、昨年度に定めた業務改善計画を踏まえ、問題事象発生時の報告体制について整備し、役員、従業員の報告ルールについて
社内規程に明記しました。各部門の長は、その所管する部門等において、当社の対外的信頼等に影響する、重大な法令違反（法令等
により定められた手続きの遺漏含む。）や不正等のコンプライアンス上問題となる事象に関する情報を察知した際は、ただちにコン
プライアンス推進室長に報告し、コンプライアンス推進室長は、当該事象に適切に対処するとともに、コンプライアンス委員会に報
告し、指導、助言および監督を受けます。
また、役員は、コンプライアンス上問題となる事象、またはその発生のおそれを認識した場合、コンプライアンス委員会の社外委員
および取締役会議長に報告することとしています。従業員については、同様の場合において、上司へ報告することとしており、また
報告内容に鑑み、社内外に設置するコンプライアンス相談窓口への報告が適切であると判断した際は、上司へ報告する代わりに当該
窓口へ報告することも可能であり、当該窓口は、報告を受けた場合、必要に応じて関係部門または関係者と協力して調査、対応をお
こないます。調査の結果、法令違反等が明らかになった場合は、関係各部門または関係者がすみやかに是正措置および再発防止策を
講じることとしており、必要に応じて、関係行政機関への報告や、報道機関への公表等を実施します。
コンプライアンス相談窓口は、関係部門または関係者に対して、必要に応じてフォローアップを実施することとしており、是正措置
や再発防止策が十分に機能しているか、コンプライアンス上問題となる行為が再発していないか確認し、コンプライアンス上の問題
行為が再発している場合は、当該部門やその他関係する部門などと、必要な対応について協議することとしています。

●贈収賄等の腐敗に関する制裁案件 
当社では贈答および接待の取扱いや、外国公務員等に対する贈賄防止に関する社内規程を整備し、贈収賄等の腐敗防止に向けた対応
を徹底するとともに、贈収賄等に限らず、当社の業務に関わるコンプライアンス上の問題事象が発生した場合には、ただちに、コン
プライアンス推進室やコンプライアンス相談窓口へ報告する体制を構築しています。
なお、2019年度は、当社において贈収賄等腐敗行為に基づき法的措置、罰金・課徴金等の制裁を受けた事例はありませんでした。

●コンプライアンス上のリスク評価に関して 
当社グループでは、腐敗防止を含むコンプライアンス上のリスクを毎年評価し、対応すべきコンプライアンスリスク項目を選定しています。
それらのリスクに対しては、具体的な防止策を立案し、実践しています。

■ 情報セキュリティ対策 ■
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◆ ◆ ◆ 方針・考え方 ◆ ◆ ◆

個人情報に対する意識の高まりやデジタル化の進展に伴うデータ利活用が加速する中、個人情報保護法により、個人情報を取扱う事
業者が遵守すべき義務が強化されてきました。
当社グループは、お客さまをはじめとした社会の多くのみなさまからの信頼に応え、企業としての使命を果たしていくために、個人
情報の適切な保護が重要な責務であると考えています。当社およびグループ会社が保有するお客さま等の個人情報については、個人
の人格尊重の理念のもとに慎重に取り扱われるべきものであることを十分認識し、個人情報保護法やガイドライン等を遵守するとと
もに、プライバシー権等の権利にも配慮した適切な取扱いをおこないます。
また、個人情報だけでなく業務情報の適切な取扱いを含む情報セキュリティについても、組織的対策、人的対策、物理的対策、技術的
対策を実施しています。各対策については、社内外の事象や最新の技術・知見を取り入れて、適宜見直しをするなど改善に努めています。

◆ ◆ ◆ 体　制 ◆ ◆ ◆

　所管役員　彌園　豊一 [CISO（代表執行役副社長）]
　審議機関　執行役会議
　事 務 局　IT戦略室 サイバーセキュリティグループ （情報セキュリティ事務局）

◆ ◆ ◆ 取組み ◆ ◆ ◆

当社グループでは、入退室管理や情報システムのアクセス管理などの物理的・技術的な対策
の強化に取り組むとともに、社内ルールの見直しや従業員への研修、標的型メール訓練など、
組織的・人的対策も継続して実施するなど、情報セキュリティの強化に取り組んでいます。

　リスクマネジメント

◆ ◆ ◆ 方針・考え方 ◆ ◆ ◆

当社は、2006年4月に定めた「関西電力グループリスク管理規程」に則り、組織目標の達成に影響を与える可能性のある事象をリス
クとして認識、評価したうえで、必要な対策を実施するとともに、対策後にその評価をおこない、改善していく一連のプロセスにより、
当社グループへの影響を適切なレベルに管理することとしています。

◆ ◆ ◆ 体　制 ◆ ◆ ◆

当社グループの事業活動に伴うリスクについては、「関西電力グループリスク管理規程」に基づき、各業務執行部門が自律的に管理す
ることを基本とし、組織横断的かつ重要なリスク（情報セキュリティ、子会社の経営管理、安全・健康、市場リスク、財務報告の信頼性、
環境、災害、コンプライアンス）については、必要に応じてリスクの分野ごとに専門性を備えたリスク管理箇所を定め、各業務執行
部門に対して、助言・指導をおこなうことでリスク管理の強化を図ります。さらにリスクを統括的に管理する「リスク管理委員会」
を設置し、リスク管理委員会の委員長をリスク管理統括責任者とする体制のもと、当社グループの事業活動に伴うリスクを適切なレ
ベルに管理するよう努めています。

◆リスク管理体制図

◆ ◆ ◆ 取組み ◆ ◆ ◆

リスク管理委員会では、安全・安定供給の責務を果たすための事業基盤の確立と、事業環境変化への的確な対応の観点から、当社グルー
プの事業活動に大きく影響を与える重要リスク項目を抽出し、その管理状況を全社的視点から把握・評価しています。その評価結果
に基づき、必要に応じて業務執行部門への改善指示をおこな
うほか、影響度、発生可能性の観点から重要性を評価し、リ
スクマップ上に表示することで、俯瞰的にリスク管理状況を
把握・管理しています。加えて、リスク評価結果を執行役会
議およびサステナビリティ・CSR推進会議に提示し、将来にわ
たる持続的成長の実現に向け、必要なリスク対策をグループ
全体の計画・方針に反映するようにしています。
こうしたリスク管理の取組み状況は、定期的に執行役会議お
よび取締役会へ報告しています。また、必要に応じてリスク
管理の仕組み、体制の改善もおこなっています。

なお、当社グループ（当社および連結子会社）の経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、主に以下のよう
なものがあります。

①電気事業を取り巻く環境の変化について
電気事業については、将来のエネルギーミックスのあり方や、小売全面自由化を踏まえた今後の状況変化、今後の電力システムに
関する詳細制度設計の動向により、電源構成の大幅な変化や、他事業者との競争のさらなる拡大等の可能性があります。
使用済燃料の再処理等の原子力バックエンド事業について、超長期の事業であり、不確実性を伴うが、国による制度措置等により
事業者のリスクが軽減されています。原子力バックエンドコストについては、今後の制度の見直しや将来費用の見積額の変動等に
より、費用負担額が増加する可能性があります。
また、原子力損害賠償・廃炉等支援機構一般負担金については、今後の負担総額や負担金率の変動等により、当社の負担額が増加
する可能性があります。
さらに、「低炭素」のリーディングカンパニーとして気候変動問題への対応をはじめ、環境負荷の低減に取り組むが、今後のわが国
の環境政策および国際枠組みの動向などによっては、将来的に当社グループの事業運営に影響を受ける可能性があります。
以上のような電気事業を取り巻く環境の変化により、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

②総販売電力量、販売価格の変動について
これまでに培ったソリューション力を活かして、「安心・快適・便利」で経済的なエネルギーサービスをお届けしていきますが、総
販売電力量は、冷暖房需要の主たる変動要因である気象（特に気温）や、景気の動向、省エネルギーの進展、技術革新による電気
の利用形態の変化および他事業者との競争状況等により変動し、また、販売価格も他事業者との競争状況や日本卸電力取引所の取
引価格等により変動し、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

③燃料費、購入電力料の変動について
電気事業における主要な火力燃料はLNG、原油、石炭等であるため、原油価格、外国為替相場、価格交渉等の動向によって火力燃料費・
購入電力料は変動し、当社グループの業績はその影響を受ける可能性があります。
ただし、原油価格や外国為替相場等の変動を電気料金に反映させる「燃料費調整制度」により、燃料価格の変動が一定範囲の場合
には、電気料金を調整することが可能であることから、当社グループの業績への影響は緩和されます。
また、総販売電力量の変動や、年間の降雨降雪量の変動による水力発電所の発電量の増減等によって、火力燃料費や購入電力料が
変動することにより、当社グループの業績はその影響を受ける可能性があります。
ただし、水力発電所の発電量の増減については、「渇水準備引当金制度」によって一定の調整が図られることから、当社グループの
業績への影響は緩和されます。

④その他事業について
当社グループは、持続的な成長に向け、海外電気事業に加え、ガス・その他エネルギー事業、情報通信事業、生活・ビジネスソリュー
ション事業など、グループ総合力を発揮して新たな事業・サービスを創出し、お客さまや社会の幅広い課題の解決に取り組み、さ
まざまな事業を国内外で展開しています。法規制や技術革新、他事業者との競合の進展、原油価格や外国為替相場等の変動、海外
展開に伴う固有のリスク、その他事業環境の変化により、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

⑤金利変動について
当社グループの有利子負債残高（連結）は、2020年３月末時点で、4,096,665百万円（総資産の53.8％に相当）であり、今後の市場
金利の動向によって、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。
　ただし、有利子負債残高の89.2％（3,656,143百万円）は長期借入金、社債の長期資金であり、その殆どは固定金利で調達してい
ることから、金利の変動による当社グループの業績への影響は限定的と考えられます。

⑥操業リスクについて
電気事業を中心とする当社グループは、電力供給設備をはじめ多くの設備を保有しており、電気を中心とする商品・サービスの安
全・安定供給を確保するため、原子力をはじめとした設備の形成・保全、および安全最優先の事業運営等に取り組んでいます。し
かしながら、台風・豪雨（気候変動に起因する異常気象など）や地震・津波などの自然災害やサイバー攻撃、設備事故等により、
当社グループの設備の形成・操業や他社からの電気や資機材の調達等に支障が生じた場合、当社グループの業績は影響を受ける可
能性があります。
加えて、原子力については、新規制基準への対応や訴訟等の結果により、発電所の停止が長期化する場合、当社は他の電力会社と
比較して原子力発電の比率が高く、原子力利用率が１％変動すると費用が37億円変動（2019年度実績ベース）するなど、代替の火
力燃料費の増加等により、当社グループの業績は大きな影響を受ける可能性があります。

⑦情報の管理について
当社グループが保有するお客さま情報をはじめ、業務上取扱う重要情報については、サイバー攻撃への対応を含めた情報セキュリ
ティ対策の強化や社内ルールの整備、従業員教育を実施し、情報の厳正な管理に努めていますが、社外への流出が起こるなど問題
が発生した場合、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

⑧コンプライアンス
当社は、当社の役員等が社外の関係者から金品等を受け取っていた問題について、2019年10月、社外委員のみで構成される第三
者委員会を設置し、同委員会の調査に全面的に協力してきましたが、2020年3月14日、調査報告書を受領、また2020年3月29日、
経済産業省から電気事業法に基づく業務改善命令を受領しました。
当社グループとしては、それらを真摯に受け止め、2020年3月14日に設置した経営刷新本部において、再発防止対策を取りまとめ、
業務の改善計画を2020年3月30日に提出するとともに、必要な取組みについて株主総会の開催などにより速やかに決定および実行
していますが、求められるガバナンスを十分に実現できなかったり、重大なコンプライアンス違反の発生を許すなど、コンプライア
ンスに反する事象の発生により、社会的信用の低下などが発生した場合には、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

⑨その他：新型コロナウイルス感染症
新型コロナウイルス感染症拡大に伴う経済活動の停滞、それに関連した総販売電力量の変動や原油価格等の動向による火力燃料
費・購入電力料の変動等により、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。
また、当社グループの設備の形成・操業や他社からの電気や資機材の調達等に支障が生じた場合、当社グループの業績は影響を受
ける可能性があります。

●成長投資のマネジメント
グループ事業・国際事業等への成長投資については、投資の妥当性の評価に加えて、投資後のモニタリングと撤退・再建策の検討・
実施も含めた一連のマネジメントプロセスを構築・運用し、事業推進部門およびコーポレート部門の担当役員で構成される社内委員
会（成長・投資部会）において、専門的知見に基づく審議・検討をおこなっています。これにより、個別案件の意思決定における適
切な判断を支援するとともに、リスク顕在化時にはタイムリーな対処を促し、投資リスクの適正な管理に努めています。こうした成
長投資のマネジメント状況は定期的に執行役会議に報告するとともに、必要に応じて評価･管理の枠組みや手法の改善もおこなって
います。

◆投資妥当性評価
投資の実施にあたっては、個々の案件毎に、投資の目的・ねらいの全社方針との整合性に加え、リスクやサステナビリティを
十分に審査のうえ、採算性の確保を前提に、その妥当性を評価しています。

◆モニタリング
投資実施後は、個々の案件毎に、投資のねらいの達成状況や採算性を確認するモニタリングを定期的におこない、採算性低下
等の課題発生時には必要な対策の実施を求めています。

◆撤退・再建策の検討
採算性が大きく悪化した案件や保有意義が薄れた案件は、リスク等の状況を総合的に勘案のうえ、すみやかに撤退・再建等の
対応策を検討・審議し、リスクへの適切な対処に努めています。

（意識している）
日ごろ
コンプライアンスを
意識して行動しているか

◆ CSRに関する全従業員アンケートの結果
　（2020年1月実施）

96.9％
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コンプライアンス

■ グループ全体でコンプライアンスを推進 ■
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2020年度は、「業務改善計画記載事項の着実な実行、見直し事項の浸
透」、「自律的なコンプライアンスの推進と支援の継続」をコンプライ
アンス推進の基本方針に掲げています。また、当社グループ全体で認
識し取り組むべきコンプライアンス推進の重点テーマとして、「悪しき
前例との決別」、「贈答接待規程の確実な遵守」および「コンプライアン
ス相談窓口活用の推進」の3つを選定しています。
この基本方針および重点テーマを基軸に、当社グループ全従業員のコ
ンプライアンス意識の醸成を図ります。

◆ ◆ ◆ 体　制 ◆ ◆ ◆

当社グループでは、法令等遵守体制の抜本的な強化を図るため、外部人材を活用したコンプライアンス体制の再構築をおこなうこと
とし、今年度に、「コンプライアンス委員会」および「コンプライアンス推進室」を新設しました。
当社グループにおけるコンプライアンスに係る監督機能強化のため、執行から独立した「コンプライアンス委員会」を、取締役会直
下に設置しています。コンプライアンス委員会は、委員長を含む委員の過半数を社外有識者として、コンプライアンスに係る基本方
針や、取締役および執行役等に関する問題事象の対処方針など特に重要なものについて、審議・承認するとともに、社長等執行に対
して必要に応じ直接指導、助言、監督し、取締役会に定期的に報告をおこないます。
コンプライアンス推進室は、コンプライアンスにかかる推進機能を強化するために、執行側において、総務室から独立した組織とし
て新設され、法的知見を有するスタッフの他、多様な職歴を有するスタッフで構成されています。当社グループのコンプライアンス
推進計画の策定、実施および問題事象への対応を担うとともに、コンプライアンスにかかる諸事象について、コンプライアンス委員
会に報告、付議します。そして、コンプライアンス委員会の指導、助言、監督のもと、社長等執行が具体的な取組みをおこないます。
また、コンプライアンス推進室を担当する役員は、毎月、コンプライアンスの推進状況をコンプライアンス委員長に報告し、指導、
助言、監督を受けています。

◆コンプライアンス推進体制

◆ ◆ ◆ 目　標 ◆ ◆ ◆

・コンプライアンスの徹底：重大な社会コンプライアンス違反件数「0件」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→2019年度実績：7件　

・コンプライアンス相談窓口の活用促進：コンプライアンス相談窓口の受付件数およびそのなかでの重大なコンプライアンス違反の件数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→コンプライアンス相談窓口受付件数：2018年（73件）、2019年（74件）

（2019年度　重大なコンプラインス違反にかかる相談：0件）

◆ ◆ ◆ 取組み ◆ ◆ ◆

●当社各部門・グループ各社のコンプライアンス推進 
各部門・グループ各社が能動的にPDCAサイクルを機能させ、コンプライアンスを推進することで、「コンプライアンスが経営の基盤
である」という考え方のグループ全体の浸透・定着を図っています。
具体的には、各部門では、基本方針や重点テーマ、各部門の事業・業務特性、経営環境の変化に伴い今後生じうるコンプライアンス
リスク、社内外で過去に発生した不祥事などを踏まえ、各部門で自部門の「コンプライアンス推進計画」を策定し、推進の実践、評
価および改善を図っています。また、グループ各社では、基本方針、重点テーマを踏まえ、それぞれの事業特性、経営規模などの実
態に即して自律的にコンプライアンスを推進しています。

●各部門・グループ各社の活動に対する支援 
コンプライアンス推進室は、グループ全体の推進を牽引するとともに、各部門グループ各社の取組みをサポートしています。例えば、
法令や社内ルール、企業倫理等に照らして、当社グループの役員従業員全員が遵守、注意すべきことを、18項目のコンプライアン
ス指針として定め、「コンプライアンス・マニュアル」のなかで具体的に説明しています。今後は、重点テーマに関連する内容を中心に、
各部門・グループ各社の活動に資するディスカッション教材などをさらに充実させ、コンプライアンスに関する研修を強化、実施し
ていきます。

●グローバル・コンプライアンスの取組み 
当社グループは、アジア・北米・欧州のほか、さまざまな地域でグローバルな事業展開を進めていきます。このようななか、当社グルー
プは海外においても、現地の法令やルールを守り社会的な要請に適用するなど、コンプライアンスをより一層徹底しなければならな
いと考えており、コンプライアンス指針の一つとして、「国際ルールや相手国の法令等の遵守」を明示しています。そこでは、贈賄規
制の強化が世界的な潮流であること、国際事業を進めるにあたっての贈賄に伴うリスクを理解して十分に注意していかなければなら
ないことなどを、当社グループの役員、従業員に対し周知しています。
具体的には、外国公務員等に対する贈賄防止に関する社内規定を制定し、不正意図を持った贈答接待などの禁止事項や遵守すべき事
項の明確化などを図るとともに、海外事業や国際取引に携わる部門やグループ会社において、海外贈賄の防止をテーマとした研修や
意識啓発をおこなうなど、海外での事業展開を念頭においたコンプライアンスの徹底にも努めていきます。

●コンプライアンス相談窓口 
当社が開設している「コンプライアンス相談窓口」は、各種
法令違反、不適切な職場の業務運営といった職場の業務に
おけるコンプライアンス上疑問を感じることについて相談
を受け付けています。当社グループ各社の従業員に加えて、
取引先の従業員の方の利用も可能で、リスク情報が広く収
集できる体制となっています。さらに、必要に応じ、事象
に即した分野の専門弁護士が対応することとし、自らの判
断でコンプライアンス委員会あるいは監査委員会に対処を
求め、実効的措置を講じることができる仕組みとなってい
ます。窓口は匿名での相談を可能としたり、女性相談員を
配置するなど、相談しやすい環境整備に努めています。ま
た、受け付けた相談については、事実調査の後、必要に応
じて問題への対応をおこないます。なお、相談のなかで
重大なコンプライアンス違反が確認されたものはありませ
んでしたが、内部通報制度の充実と活用促進を2020年度
コンプライアンス推進計画に掲げ、取組みを進めていま
す。

当社グループでは、業務改善計画の取組みの一環として、「外部人材を活用したコンプライアンス体制の再構築」に向けて、当社グルー
プのコンプライアンスに係る監督機能を強化するため、今年度新たにコンプライアンス委員会を設置し、会合を開催しております。
コンプライアンス委員会の指導、助言、監督のもと、「悪しき前例と決別する」という視点を大切にし、下記のとおり定めたコンプラ
イアンス推進計画を着実に実施し、各部門・各職場での自律的なコンプライアンス推進を展開しています。

●コンプライアンス委員会の開催状況（8月末時点）
•2020年5月18日会合での審議事項

コンプライアンス体制強化および意識の醸成・徹底に向けた今後の取組み事項と進め方、コンプライアンス推進に係る基本方針の
見直しの方向性など

•2020年6月12日会合での審議事項
業務改善計画の進捗状況、コンプライアンス推進に係る基本方針等の見直しの方向性など

•2020年8月17日会合での審議事項
役員退任後の嘱託等の報酬に関する調査報告書について

●2020年度コンプライアンス推進計画 
１．コンプライアンス推進に係る基本方針等の網羅的な見直しとその浸透

「ユーザー目線」でのコンプライアンス意識を醸成するため、コンプライアンス推進に係る基本方針や社内規程について、コン
プライアンス委員会の指導、助言、監督のもと、網羅的に見直していきます。また、2019年12月に制定した「贈答および接待
の取扱いに関する規程」について、検証をおこないながら、さらに実効的な内容へ見直します。
また、基本方針や贈答接待規程を全社大に浸透させるよう、メッセージ発信、社内報等を通じた丁寧な周知、研修の機会を活か
した意識啓発活動をおこなっていきます。

２．内部通報制度の充実と活用促進
•問題事象発生時における役員、従業員の報告ルール化

問題事象の発生時に、その発生箇所が、コンプライアンス推進室に速やかに報告すること、また、同室が、社会規範等の視点
から当該事象に対処するとともに、コンプライアンス委員会へ報告し、指導、助言、監督を受けることを社内規程に明記しました。

•内部通報・相談の仕組みの充実
役員、従業員および社外の関係者からの内部通報、相談について、「コンプライアンス相談窓口」が適切に対応し、さらに必要
に応じ、事象に即した分野の専門弁護士が対応することとし、自らの判断で、コンプライアンス委員会あるいは監査委員会に
対処を求め、実効的措置を講じることができる仕組みを確立しました。

今後は、内部通報制度に基づき役員、従業員が確実に問題事象を報告するよう、報告ルールについて丁寧に周知するとともに、
コンプライアンス相談窓口の活用を慫慂していきます。

３．コンプライアンス等に係る研修の実施
企業経営の刷新に向け、まず、役員が自らを磨き、格別に高い行動規範を堅持するため、役員トレーニングを強化し、社外の有
識者と、四半期に一度程度定期的に議論する場を設け、役員就任時の専用カリキュラムを整備します。あわせて、従業員につい
ても、従前の研修体系をさらに強化し、今後、コンプライアンス推進スタッフ向け研修や、公務員研修を参考にした新たな研修
を検討、実施し、当社グループのコンプライアンス意識の継続的な向上を図ります。

４．各部門・グループ各社の取り組み
P85の【当社各部門・グループ各社のコンプライアンス推進】のとおり、従来の取組みを継続していきます。

５．コンプライアンス事務局による各部門・グループ各社へのサポート
P85の【各部門・グループ各社の活動に対する支援】のとおり、従来の取組みを継続していきます。
当社グループは、引き続き、コンプライアンスを重視する組織風土の醸成を図るとともに、コンプライアンス強化に向けた取組
みを迅速かつ着実に実行していくことで、社会の皆さまからの信頼を再び賜ることができるよう全力を尽くしていきます。

●コンプライアンス違反への対応 
当社では、昨年度に定めた業務改善計画を踏まえ、問題事象発生時の報告体制について整備し、役員、従業員の報告ルールについて
社内規程に明記しました。各部門の長は、その所管する部門等において、当社の対外的信頼等に影響する、重大な法令違反（法令等
により定められた手続きの遺漏含む。）や不正等のコンプライアンス上問題となる事象に関する情報を察知した際は、ただちにコン
プライアンス推進室長に報告し、コンプライアンス推進室長は、当該事象に適切に対処するとともに、コンプライアンス委員会に報
告し、指導、助言および監督を受けます。
また、役員は、コンプライアンス上問題となる事象、またはその発生のおそれを認識した場合、コンプライアンス委員会の社外委員
および取締役会議長に報告することとしています。従業員については、同様の場合において、上司へ報告することとしており、また
報告内容に鑑み、社内外に設置するコンプライアンス相談窓口への報告が適切であると判断した際は、上司へ報告する代わりに当該
窓口へ報告することも可能であり、当該窓口は、報告を受けた場合、必要に応じて関係部門または関係者と協力して調査、対応をお
こないます。調査の結果、法令違反等が明らかになった場合は、関係各部門または関係者がすみやかに是正措置および再発防止策を
講じることとしており、必要に応じて、関係行政機関への報告や、報道機関への公表等を実施します。
コンプライアンス相談窓口は、関係部門または関係者に対して、必要に応じてフォローアップを実施することとしており、是正措置
や再発防止策が十分に機能しているか、コンプライアンス上問題となる行為が再発していないか確認し、コンプライアンス上の問題
行為が再発している場合は、当該部門やその他関係する部門などと、必要な対応について協議することとしています。

●贈収賄等の腐敗に関する制裁案件 
当社では贈答および接待の取扱いや、外国公務員等に対する贈賄防止に関する社内規程を整備し、贈収賄等の腐敗防止に向けた対応
を徹底するとともに、贈収賄等に限らず、当社の業務に関わるコンプライアンス上の問題事象が発生した場合には、ただちに、コン
プライアンス推進室やコンプライアンス相談窓口へ報告する体制を構築しています。
なお、2019年度は、当社において贈収賄等腐敗行為に基づき法的措置、罰金・課徴金等の制裁を受けた事例はありませんでした。

●コンプライアンス上のリスク評価に関して 
当社グループでは、腐敗防止を含むコンプライアンス上のリスクを毎年評価し、対応すべきコンプライアンスリスク項目を選定しています。
それらのリスクに対しては、具体的な防止策を立案し、実践しています。

■ 情報セキュリティ対策 ■
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

◆ ◆ ◆ 方針・考え方 ◆ ◆ ◆

個人情報に対する意識の高まりやデジタル化の進展に伴うデータ利活用が加速する中、個人情報保護法により、個人情報を取扱う事
業者が遵守すべき義務が強化されてきました。
当社グループは、お客さまをはじめとした社会の多くのみなさまからの信頼に応え、企業としての使命を果たしていくために、個人
情報の適切な保護が重要な責務であると考えています。当社およびグループ会社が保有するお客さま等の個人情報については、個人
の人格尊重の理念のもとに慎重に取り扱われるべきものであることを十分認識し、個人情報保護法やガイドライン等を遵守するとと
もに、プライバシー権等の権利にも配慮した適切な取扱いをおこないます。
また、個人情報だけでなく業務情報の適切な取扱いを含む情報セキュリティについても、組織的対策、人的対策、物理的対策、技術的
対策を実施しています。各対策については、社内外の事象や最新の技術・知見を取り入れて、適宜見直しをするなど改善に努めています。

◆ ◆ ◆ 体　制 ◆ ◆ ◆

　所管役員　彌園　豊一 [CISO（代表執行役副社長）]
　審議機関　執行役会議

事 務 局　IT戦略室 サイバーセキュリティグループ （情報セキュリティ事務局）

◆ ◆ ◆ 取組み ◆ ◆ ◆

当社グループでは、入退室管理や情報システムのアクセス管理などの物理的・技術的な対策
の強化に取り組むとともに、社内ルールの見直しや従業員への研修、標的型メール訓練など、
組織的・人的対策も継続して実施するなど、情報セキュリティの強化に取り組んでいます。

リスクマネジメント

◆ ◆ ◆ 方針・考え方 ◆ ◆ ◆

当社は、2006年4月に定めた「関西電力グループリスク管理規程」に則り、組織目標の達成に影響を与える可能性のある事象をリス
クとして認識、評価したうえで、必要な対策を実施するとともに、対策後にその評価をおこない、改善していく一連のプロセスにより、
当社グループへの影響を適切なレベルに管理することとしています。

◆ ◆ ◆ 体　制 ◆ ◆ ◆

当社グループの事業活動に伴うリスクについては、「関西電力グループリスク管理規程」に基づき、各業務執行部門が自律的に管理す
ることを基本とし、組織横断的かつ重要なリスク（情報セキュリティ、子会社の経営管理、安全・健康、市場リスク、財務報告の信頼性、
環境、災害、コンプライアンス）については、必要に応じてリスクの分野ごとに専門性を備えたリスク管理箇所を定め、各業務執行
部門に対して、助言・指導をおこなうことでリスク管理の強化を図ります。さらにリスクを統括的に管理する「リスク管理委員会」
を設置し、リスク管理委員会の委員長をリスク管理統括責任者とする体制のもと、当社グループの事業活動に伴うリスクを適切なレ
ベルに管理するよう努めています。

◆リスク管理体制図

◆ ◆ ◆ 取組み ◆ ◆ ◆

リスク管理委員会では、安全・安定供給の責務を果たすための事業基盤の確立と、事業環境変化への的確な対応の観点から、当社グルー
プの事業活動に大きく影響を与える重要リスク項目を抽出し、その管理状況を全社的視点から把握・評価しています。その評価結果
に基づき、必要に応じて業務執行部門への改善指示をおこな
うほか、影響度、発生可能性の観点から重要性を評価し、リ
スクマップ上に表示することで、俯瞰的にリスク管理状況を
把握・管理しています。加えて、リスク評価結果を執行役会
議およびサステナビリティ・CSR推進会議に提示し、将来にわ
たる持続的成長の実現に向け、必要なリスク対策をグループ
全体の計画・方針に反映するようにしています。
こうしたリスク管理の取組み状況は、定期的に執行役会議お
よび取締役会へ報告しています。また、必要に応じてリスク
管理の仕組み、体制の改善もおこなっています。

なお、当社グループ（当社および連結子会社）の経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、主に以下のよう
なものがあります。

①電気事業を取り巻く環境の変化について
電気事業については、将来のエネルギーミックスのあり方や、小売全面自由化を踏まえた今後の状況変化、今後の電力システムに
関する詳細制度設計の動向により、電源構成の大幅な変化や、他事業者との競争のさらなる拡大等の可能性があります。
使用済燃料の再処理等の原子力バックエンド事業について、超長期の事業であり、不確実性を伴うが、国による制度措置等により
事業者のリスクが軽減されています。原子力バックエンドコストについては、今後の制度の見直しや将来費用の見積額の変動等に
より、費用負担額が増加する可能性があります。
また、原子力損害賠償・廃炉等支援機構一般負担金については、今後の負担総額や負担金率の変動等により、当社の負担額が増加
する可能性があります。
さらに、「低炭素」のリーディングカンパニーとして気候変動問題への対応をはじめ、環境負荷の低減に取り組むが、今後のわが国
の環境政策および国際枠組みの動向などによっては、将来的に当社グループの事業運営に影響を受ける可能性があります。
以上のような電気事業を取り巻く環境の変化により、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

②総販売電力量、販売価格の変動について
これまでに培ったソリューション力を活かして、「安心・快適・便利」で経済的なエネルギーサービスをお届けしていきますが、総
販売電力量は、冷暖房需要の主たる変動要因である気象（特に気温）や、景気の動向、省エネルギーの進展、技術革新による電気
の利用形態の変化および他事業者との競争状況等により変動し、また、販売価格も他事業者との競争状況や日本卸電力取引所の取
引価格等により変動し、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

③燃料費、購入電力料の変動について
電気事業における主要な火力燃料はLNG、原油、石炭等であるため、原油価格、外国為替相場、価格交渉等の動向によって火力燃料費・
購入電力料は変動し、当社グループの業績はその影響を受ける可能性があります。
ただし、原油価格や外国為替相場等の変動を電気料金に反映させる「燃料費調整制度」により、燃料価格の変動が一定範囲の場合
には、電気料金を調整することが可能であることから、当社グループの業績への影響は緩和されます。
また、総販売電力量の変動や、年間の降雨降雪量の変動による水力発電所の発電量の増減等によって、火力燃料費や購入電力料が
変動することにより、当社グループの業績はその影響を受ける可能性があります。
ただし、水力発電所の発電量の増減については、「渇水準備引当金制度」によって一定の調整が図られることから、当社グループの
業績への影響は緩和されます。

④その他事業について
当社グループは、持続的な成長に向け、海外電気事業に加え、ガス・その他エネルギー事業、情報通信事業、生活・ビジネスソリュー
ション事業など、グループ総合力を発揮して新たな事業・サービスを創出し、お客さまや社会の幅広い課題の解決に取り組み、さ
まざまな事業を国内外で展開しています。法規制や技術革新、他事業者との競合の進展、原油価格や外国為替相場等の変動、海外
展開に伴う固有のリスク、その他事業環境の変化により、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

⑤金利変動について
当社グループの有利子負債残高（連結）は、2020年３月末時点で、4,096,665百万円（総資産の53.8％に相当）であり、今後の市場
金利の動向によって、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

ただし、有利子負債残高の89.2％（3,656,143百万円）は長期借入金、社債の長期資金であり、その殆どは固定金利で調達してい
ることから、金利の変動による当社グループの業績への影響は限定的と考えられます。

⑥操業リスクについて
電気事業を中心とする当社グループは、電力供給設備をはじめ多くの設備を保有しており、電気を中心とする商品・サービスの安
全・安定供給を確保するため、原子力をはじめとした設備の形成・保全、および安全最優先の事業運営等に取り組んでいます。し
かしながら、台風・豪雨（気候変動に起因する異常気象など）や地震・津波などの自然災害やサイバー攻撃、設備事故等により、
当社グループの設備の形成・操業や他社からの電気や資機材の調達等に支障が生じた場合、当社グループの業績は影響を受ける可
能性があります。
加えて、原子力については、新規制基準への対応や訴訟等の結果により、発電所の停止が長期化する場合、当社は他の電力会社と
比較して原子力発電の比率が高く、原子力利用率が１％変動すると費用が37億円変動（2019年度実績ベース）するなど、代替の火
力燃料費の増加等により、当社グループの業績は大きな影響を受ける可能性があります。

⑦情報の管理について
当社グループが保有するお客さま情報をはじめ、業務上取扱う重要情報については、サイバー攻撃への対応を含めた情報セキュリ
ティ対策の強化や社内ルールの整備、従業員教育を実施し、情報の厳正な管理に努めていますが、社外への流出が起こるなど問題
が発生した場合、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

⑧コンプライアンス
当社は、当社の役員等が社外の関係者から金品等を受け取っていた問題について、2019年10月、社外委員のみで構成される第三
者委員会を設置し、同委員会の調査に全面的に協力してきましたが、2020年3月14日、調査報告書を受領、また2020年3月29日、
経済産業省から電気事業法に基づく業務改善命令を受領しました。
当社グループとしては、それらを真摯に受け止め、2020年3月14日に設置した経営刷新本部において、再発防止対策を取りまとめ、
業務の改善計画を2020年3月30日に提出するとともに、必要な取組みについて株主総会の開催などにより速やかに決定および実行
していますが、求められるガバナンスを十分に実現できなかったり、重大なコンプライアンス違反の発生を許すなど、コンプライア
ンスに反する事象の発生により、社会的信用の低下などが発生した場合には、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

⑨その他：新型コロナウイルス感染症
新型コロナウイルス感染症拡大に伴う経済活動の停滞、それに関連した総販売電力量の変動や原油価格等の動向による火力燃料
費・購入電力料の変動等により、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。
また、当社グループの設備の形成・操業や他社からの電気や資機材の調達等に支障が生じた場合、当社グループの業績は影響を受
ける可能性があります。

●成長投資のマネジメント
グループ事業・国際事業等への成長投資については、投資の妥当性の評価に加えて、投資後のモニタリングと撤退・再建策の検討・
実施も含めた一連のマネジメントプロセスを構築・運用し、事業推進部門およびコーポレート部門の担当役員で構成される社内委員
会（成長・投資部会）において、専門的知見に基づく審議・検討をおこなっています。これにより、個別案件の意思決定における適
切な判断を支援するとともに、リスク顕在化時にはタイムリーな対処を促し、投資リスクの適正な管理に努めています。こうした成
長投資のマネジメント状況は定期的に執行役会議に報告するとともに、必要に応じて評価･管理の枠組みや手法の改善もおこなって
います。

◆投資妥当性評価
投資の実施にあたっては、個々の案件毎に、投資の目的・ねらいの全社方針との整合性に加え、リスクやサステナビリティを
十分に審査のうえ、採算性の確保を前提に、その妥当性を評価しています。

◆モニタリング
投資実施後は、個々の案件毎に、投資のねらいの達成状況や採算性を確認するモニタリングを定期的におこない、採算性低下
等の課題発生時には必要な対策の実施を求めています。

◆撤退・再建策の検討
採算性が大きく悪化した案件や保有意義が薄れた案件は、リスク等の状況を総合的に勘案のうえ、すみやかに撤退・再建等の
対応策を検討・審議し、リスクへの適切な対処に努めています。

コンプライアンス相談窓口受付件数
グループ各社

コンプライアンス担当事務局

グループ各社
コンプライアンス委員会or担当役員

結果報告

相談内容連絡・
指示

結果報告

相談内容の連絡、調査・対応につき適宜協力・支援

※ このほか、グループ各社においても相談窓口を設置・運用しています。

報告

相談 相談

報告

報告

グループ会社に関する相談の場合

関西電力の従業員など

監査委員会

（グループ会社従業員など）

各社にて
事実調査・

対応策を策定

弁護士事務所

社内窓口
（関西電力内窓口）

相談事務局
（コンプライアンス推進室）

社外窓口
（弁護士窓口）

必要に応じ、
事象に即した

分野の専門弁護士
が対応。

73件
2018年度

74件
2019年度

◆関西電力グループ コンプライアンス相談窓口
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関西電力株式会社関西電力グループ 関西電力送配電株式会社

コンプライアンス

■ グループ全体でコンプライアンスを推進 ■
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

2020年度は、「業務改善計画記載事項の着実な実行、見直し事項の浸
透」、「自律的なコンプライアンスの推進と支援の継続」をコンプライ
アンス推進の基本方針に掲げています。また、当社グループ全体で認
識し取り組むべきコンプライアンス推進の重点テーマとして、「悪しき
前例との決別」、「贈答接待規程の確実な遵守」および「コンプライアン
ス相談窓口活用の推進」の3つを選定しています。
この基本方針および重点テーマを基軸に、当社グループ全従業員のコ
ンプライアンス意識の醸成を図ります。

◆ ◆ ◆ 体　制 ◆ ◆ ◆

当社グループでは、法令等遵守体制の抜本的な強化を図るため、外部人材を活用したコンプライアンス体制の再構築をおこなうこと
とし、今年度に、「コンプライアンス委員会」および「コンプライアンス推進室」を新設しました。
当社グループにおけるコンプライアンスに係る監督機能強化のため、執行から独立した「コンプライアンス委員会」を、取締役会直
下に設置しています。コンプライアンス委員会は、委員長を含む委員の過半数を社外有識者として、コンプライアンスに係る基本方
針や、取締役および執行役等に関する問題事象の対処方針など特に重要なものについて、審議・承認するとともに、社長等執行に対
して必要に応じ直接指導、助言、監督し、取締役会に定期的に報告をおこないます。
コンプライアンス推進室は、コンプライアンスにかかる推進機能を強化するために、執行側において、総務室から独立した組織とし
て新設され、法的知見を有するスタッフの他、多様な職歴を有するスタッフで構成されています。当社グループのコンプライアンス
推進計画の策定、実施および問題事象への対応を担うとともに、コンプライアンスにかかる諸事象について、コンプライアンス委員
会に報告、付議します。そして、コンプライアンス委員会の指導、助言、監督のもと、社長等執行が具体的な取組みをおこないます。
また、コンプライアンス推進室を担当する役員は、毎月、コンプライアンスの推進状況をコンプライアンス委員長に報告し、指導、
助言、監督を受けています。

◆コンプライアンス推進体制

◆ ◆ ◆ 目　標 ◆ ◆ ◆

・コンプライアンスの徹底：重大な社会コンプライアンス違反件数「0件」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→2019年度実績：7件　

・コンプライアンス相談窓口の活用促進：コンプライアンス相談窓口の受付件数およびそのなかでの重大なコンプライアンス違反の件数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→コンプライアンス相談窓口受付件数：2018年（73件）、2019年（74件）

（2019年度　重大なコンプラインス違反にかかる相談：0件）

◆ ◆ ◆ 取組み ◆ ◆ ◆

●当社各部門・グループ各社のコンプライアンス推進 
各部門・グループ各社が能動的にPDCAサイクルを機能させ、コンプライアンスを推進することで、「コンプライアンスが経営の基盤
である」という考え方のグループ全体の浸透・定着を図っています。
具体的には、各部門では、基本方針や重点テーマ、各部門の事業・業務特性、経営環境の変化に伴い今後生じうるコンプライアンス
リスク、社内外で過去に発生した不祥事などを踏まえ、各部門で自部門の「コンプライアンス推進計画」を策定し、推進の実践、評
価および改善を図っています。また、グループ各社では、基本方針、重点テーマを踏まえ、それぞれの事業特性、経営規模などの実
態に即して自律的にコンプライアンスを推進しています。

●各部門・グループ各社の活動に対する支援 
コンプライアンス推進室は、グループ全体の推進を牽引するとともに、各部門グループ各社の取組みをサポートしています。例えば、
法令や社内ルール、企業倫理等に照らして、当社グループの役員従業員全員が遵守、注意すべきことを、18項目のコンプライアン
ス指針として定め、「コンプライアンス・マニュアル」のなかで具体的に説明しています。今後は、重点テーマに関連する内容を中心に、
各部門・グループ各社の活動に資するディスカッション教材などをさらに充実させ、コンプライアンスに関する研修を強化、実施し
ていきます。

●グローバル・コンプライアンスの取組み 
当社グループは、アジア・北米・欧州のほか、さまざまな地域でグローバルな事業展開を進めていきます。このようななか、当社グルー
プは海外においても、現地の法令やルールを守り社会的な要請に適用するなど、コンプライアンスをより一層徹底しなければならな
いと考えており、コンプライアンス指針の一つとして、「国際ルールや相手国の法令等の遵守」を明示しています。そこでは、贈賄規
制の強化が世界的な潮流であること、国際事業を進めるにあたっての贈賄に伴うリスクを理解して十分に注意していかなければなら
ないことなどを、当社グループの役員、従業員に対し周知しています。
具体的には、外国公務員等に対する贈賄防止に関する社内規定を制定し、不正意図を持った贈答接待などの禁止事項や遵守すべき事
項の明確化などを図るとともに、海外事業や国際取引に携わる部門やグループ会社において、海外贈賄の防止をテーマとした研修や
意識啓発をおこなうなど、海外での事業展開を念頭においたコンプライアンスの徹底にも努めていきます。

●コンプライアンス相談窓口 
当社が開設している「コンプライアンス相談窓口」は、各種
法令違反、不適切な職場の業務運営といった職場の業務に
おけるコンプライアンス上疑問を感じることについて相談
を受け付けています。当社グループ各社の従業員に加えて、
取引先の従業員の方の利用も可能で、リスク情報が広く収
集できる体制となっています。さらに、必要に応じ、事象
に即した分野の専門弁護士が対応することとし、自らの判
断でコンプライアンス委員会あるいは監査委員会に対処を
求め、実効的措置を講じることができる仕組みとなってい
ます。窓口は匿名での相談を可能としたり、女性相談員を
配置するなど、相談しやすい環境整備に努めています。ま
た、受け付けた相談については、事実調査の後、必要に応
じて問題への対応をおこないます。なお、相談のなかで重
大なコンプラアインス違反が確認されたものはありません
でしたが、内部通報制度の充実と活用促進を2020年度コン
プライアンス推進計画に掲げ、取組みを進めています。

当社グループでは、業務改善計画の取組みの一環として、「外部人材を活用したコンプライアンス体制の再構築」に向けて、当社グルー
プのコンプライアンスに係る監督機能を強化するため、今年度新たにコンプライアンス委員会を設置し、会合を開催しております。
コンプライアンス委員会の指導、助言、監督のもと、「悪しき前例と決別する」という視点を大切にし、下記のとおり定めたコンプラ
イアンス推進計画を着実に実施し、各部門・各職場での自律的なコンプライアンス推進を展開しています。

●コンプライアンス委員会の開催状況（8月末時点） 
•2020年5月18日会合での審議事項

コンプライアンス体制強化および意識の醸成・徹底に向けた今後の取組み事項と進め方、コンプライアンス推進に係る基本方針の
見直しの方向性など

•2020年6月12日会合での審議事項
業務改善計画の進捗状況、コンプライアンス推進に係る基本方針等の見直しの方向性など

•2020年8月17日会合での審議事項
役員退任後の嘱託等の報酬に関する調査報告書について

●2020年度コンプライアンス推進計画 
１．コンプライアンス推進に係る基本方針等の網羅的な見直しとその浸透

「ユーザー目線」でのコンプライアンス意識を醸成するため、コンプライアンス推進に係る基本方針や社内規程について、コン
プライアンス委員会の指導、助言、監督のもと、網羅的に見直していきます。また、2019年12月に制定した「贈答および接待
の取扱いに関する規程」について、検証をおこないながら、さらに実効的な内容へ見直します。
また、基本方針や贈答接待規程を全社大に浸透させるよう、メッセージ発信、社内報等を通じた丁寧な周知、研修の機会を活か
した意識啓発活動をおこなっていきます。

２．内部通報制度の充実と活用促進
•問題事象発生時における役員、従業員の報告ルール化

問題事象の発生時に、その発生箇所が、コンプライアンス推進室に速やかに報告すること、また、同室が、社会規範等の視点
から当該事象に対処するとともに、コンプライアンス委員会へ報告し、指導、助言、監督を受けることを社内規程に明記しました。

•内部通報・相談の仕組みの充実
役員、従業員および社外の関係者からの内部通報、相談について、「コンプライアンス相談窓口」が適切に対応し、さらに必要
に応じ、事象に即した分野の専門弁護士が対応することとし、自らの判断で、コンプライアンス委員会あるいは監査委員会に
対処を求め、実効的措置を講じることができる仕組みを確立しました。

今後は、内部通報制度に基づき役員、従業員が確実に問題事象を報告するよう、報告ルールについて丁寧に周知するとともに、
コンプライアンス相談窓口の活用を慫慂していきます。

３．コンプライアンス等に係る研修の実施
企業経営の刷新に向け、まず、役員が自らを磨き、格別に高い行動規範を堅持するため、役員トレーニングを強化し、社外の有
識者と、四半期に一度程度定期的に議論する場を設け、役員就任時の専用カリキュラムを整備します。あわせて、従業員につい
ても、従前の研修体系をさらに強化し、今後、コンプライアンス推進スタッフ向け研修や、公務員研修を参考にした新たな研修
を検討、実施し、当社グループのコンプライアンス意識の継続的な向上を図ります。

４．各部門・グループ各社の取り組み
P85の【当社各部門・グループ各社のコンプライアンス推進】のとおり、従来の取組みを継続していきます。

５．コンプライアンス事務局による各部門・グループ各社へのサポート
P85の【各部門・グループ各社の活動に対する支援】のとおり、従来の取組みを継続していきます。
当社グループは、引き続き、コンプライアンスを重視する組織風土の醸成を図るとともに、コンプライアンス強化に向けた取組
みを迅速かつ着実に実行していくことで、社会の皆さまからの信頼を再び賜ることができるよう全力を尽くしていきます。

●コンプライアンス違反への対応 
当社では、昨年度に定めた業務改善計画を踏まえ、問題事象発生時の報告体制について整備し、役員、従業員の報告ルールについて
社内規程に明記しました。各部門の長は、その所管する部門等において、当社の対外的信頼等に影響する、重大な法令違反（法令等
により定められた手続きの遺漏含む。）や不正等のコンプライアンス上問題となる事象に関する情報を察知した際は、ただちにコン
プライアンス推進室長に報告し、コンプライアンス推進室長は、当該事象に適切に対処するとともに、コンプライアンス委員会に報
告し、指導、助言および監督を受けます。
また、役員は、コンプライアンス上問題となる事象、またはその発生のおそれを認識した場合、コンプライアンス委員会の社外委員
および取締役会議長に報告することとしています。従業員については、同様の場合において、上司へ報告することとしており、また
報告内容に鑑み、社内外に設置するコンプライアンス相談窓口への報告が適切であると判断した際は、上司へ報告する代わりに当該
窓口へ報告することも可能であり、当該窓口は、報告を受けた場合、必要に応じて関係部門または関係者と協力して調査、対応をお
こないます。調査の結果、法令違反等が明らかになった場合は、関係各部門または関係者がすみやかに是正措置および再発防止策を
講じることとしており、必要に応じて、関係行政機関への報告や、報道機関への公表等を実施します。
コンプライアンス相談窓口は、関係部門または関係者に対して、必要に応じてフォローアップを実施することとしており、是正措置
や再発防止策が十分に機能しているか、コンプライアンス上問題となる行為が再発していないか確認し、コンプライアンス上の問題
行為が再発している場合は、当該部門やその他関係する部門などと、必要な対応について協議することとしています。

●贈収賄等の腐敗に関する制裁案件 
当社では贈答および接待の取扱いや、外国公務員等に対する贈賄防止に関する社内規程を整備し、贈収賄等の腐敗防止に向けた対応
を徹底するとともに、贈収賄等に限らず、当社の業務に関わるコンプライアンス上の問題事象が発生した場合には、ただちに、コン
プライアンス推進室やコンプライアンス相談窓口へ報告する体制を構築しています。
なお、2019年度は、当社において贈収賄等腐敗行為に基づき法的措置、罰金・課徴金等の制裁を受けた事例はありませんでした。

●コンプライアンス上のリスク評価に関して 
当社グループでは、腐敗防止を含むコンプライアンス上のリスクを毎年評価し、対応すべきコンプライアンスリスク項目を選定しています。
それらのリスクに対しては、具体的な防止策を立案し、実践しています。

■ 情報セキュリティ対策 ■
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

◆ ◆ ◆ 方針・考え方 ◆ ◆ ◆

個人情報に対する意識の高まりやデジタル化の進展に伴うデータ利活用が加速する中、個人情報保護法により、個人情報を取扱う事
業者が遵守すべき義務が強化されてきました。
当社グループは、お客さまをはじめとした社会の多くのみなさまからの信頼に応え、企業としての使命を果たしていくために、個人
情報の適切な保護が重要な責務であると考えています。当社およびグループ会社が保有するお客さま等の個人情報については、個人
の人格尊重の理念のもとに慎重に取り扱われるべきものであることを十分認識し、個人情報保護法やガイドライン等を遵守するとと
もに、プライバシー権等の権利にも配慮した適切な取扱いをおこないます。
また、個人情報だけでなく業務情報の適切な取扱いを含む情報セキュリティについても、組織的対策、人的対策、物理的対策、技術的
対策を実施しています。各対策については、社内外の事象や最新の技術・知見を取り入れて、適宜見直しをするなど改善に努めています。

◆ ◆ ◆ 体　制 ◆ ◆ ◆

　所管役員　彌園　豊一 [CISO（代表執行役副社長）]
　審議機関　執行役会議

事 務 局　IT戦略室 サイバーセキュリティグループ （情報セキュリティ事務局）

◆ ◆ ◆ 取組み ◆ ◆ ◆

当社グループでは、入退室管理や情報システムのアクセス管理などの物理的・技術的な対策
の強化に取り組むとともに、社内ルールの見直しや従業員への研修、標的型メール訓練など、
組織的・人的対策も継続して実施するなど、情報セキュリティの強化に取り組んでいます。

リスクマネジメント

◆ ◆ ◆ 方針・考え方 ◆ ◆ ◆

当社は、2006年4月に定めた「関西電力グループリスク管理規程」に則り、組織目標の達成に影響を与える可能性のある事象をリス
クとして認識、評価したうえで、必要な対策を実施するとともに、対策後にその評価をおこない、改善していく一連のプロセスにより、
当社グループへの影響を適切なレベルに管理することとしています。

◆ ◆ ◆ 体　制 ◆ ◆ ◆

当社グループの事業活動に伴うリスクについては、「関西電力グループリスク管理規程」に基づき、各業務執行部門が自律的に管理す
ることを基本とし、組織横断的かつ重要なリスク（情報セキュリティ、子会社の経営管理、安全・健康、市場リスク、財務報告の信頼性、
環境、災害、コンプライアンス）については、必要に応じてリスクの分野ごとに専門性を備えたリスク管理箇所を定め、各業務執行
部門に対して、助言・指導をおこなうことでリスク管理の強化を図ります。さらにリスクを統括的に管理する「リスク管理委員会」
を設置し、リスク管理委員会の委員長をリスク管理統括責任者とする体制のもと、当社グループの事業活動に伴うリスクを適切なレ
ベルに管理するよう努めています。

◆リスク管理体制図

◆ ◆ ◆ 取組み ◆ ◆ ◆

リスク管理委員会では、安全・安定供給の責務を果たすための事業基盤の確立と、事業環境変化への的確な対応の観点から、当社グルー
プの事業活動に大きく影響を与える重要リスク項目を抽出し、その管理状況を全社的視点から把握・評価しています。その評価結果
に基づき、必要に応じて業務執行部門への改善指示をおこな
うほか、影響度、発生可能性の観点から重要性を評価し、リ
スクマップ上に表示することで、俯瞰的にリスク管理状況を
把握・管理しています。加えて、リスク評価結果を執行役会
議およびサステナビリティ・CSR推進会議に提示し、将来にわ
たる持続的成長の実現に向け、必要なリスク対策をグループ
全体の計画・方針に反映するようにしています。
こうしたリスク管理の取組み状況は、定期的に執行役会議お
よび取締役会へ報告しています。また、必要に応じてリスク
管理の仕組み、体制の改善もおこなっています。

なお、当社グループ（当社および連結子会社）の経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、主に以下のよう
なものがあります。

①電気事業を取り巻く環境の変化について
電気事業については、将来のエネルギーミックスのあり方や、小売全面自由化を踏まえた今後の状況変化、今後の電力システムに
関する詳細制度設計の動向により、電源構成の大幅な変化や、他事業者との競争のさらなる拡大等の可能性があります。
使用済燃料の再処理等の原子力バックエンド事業について、超長期の事業であり、不確実性を伴うが、国による制度措置等により
事業者のリスクが軽減されています。原子力バックエンドコストについては、今後の制度の見直しや将来費用の見積額の変動等に
より、費用負担額が増加する可能性があります。
また、原子力損害賠償・廃炉等支援機構一般負担金については、今後の負担総額や負担金率の変動等により、当社の負担額が増加
する可能性があります。
さらに、「低炭素」のリーディングカンパニーとして気候変動問題への対応をはじめ、環境負荷の低減に取り組むが、今後のわが国
の環境政策および国際枠組みの動向などによっては、将来的に当社グループの事業運営に影響を受ける可能性があります。
以上のような電気事業を取り巻く環境の変化により、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

②総販売電力量、販売価格の変動について
これまでに培ったソリューション力を活かして、「安心・快適・便利」で経済的なエネルギーサービスをお届けしていきますが、総
販売電力量は、冷暖房需要の主たる変動要因である気象（特に気温）や、景気の動向、省エネルギーの進展、技術革新による電気
の利用形態の変化および他事業者との競争状況等により変動し、また、販売価格も他事業者との競争状況や日本卸電力取引所の取
引価格等により変動し、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

③燃料費、購入電力料の変動について
電気事業における主要な火力燃料はLNG、原油、石炭等であるため、原油価格、外国為替相場、価格交渉等の動向によって火力燃料費・
購入電力料は変動し、当社グループの業績はその影響を受ける可能性があります。
ただし、原油価格や外国為替相場等の変動を電気料金に反映させる「燃料費調整制度」により、燃料価格の変動が一定範囲の場合
には、電気料金を調整することが可能であることから、当社グループの業績への影響は緩和されます。
また、総販売電力量の変動や、年間の降雨降雪量の変動による水力発電所の発電量の増減等によって、火力燃料費や購入電力料が
変動することにより、当社グループの業績はその影響を受ける可能性があります。
ただし、水力発電所の発電量の増減については、「渇水準備引当金制度」によって一定の調整が図られることから、当社グループの
業績への影響は緩和されます。

④その他事業について
当社グループは、持続的な成長に向け、海外電気事業に加え、ガス・その他エネルギー事業、情報通信事業、生活・ビジネスソリュー
ション事業など、グループ総合力を発揮して新たな事業・サービスを創出し、お客さまや社会の幅広い課題の解決に取り組み、さ
まざまな事業を国内外で展開しています。法規制や技術革新、他事業者との競合の進展、原油価格や外国為替相場等の変動、海外
展開に伴う固有のリスク、その他事業環境の変化により、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

⑤金利変動について
当社グループの有利子負債残高（連結）は、2020年３月末時点で、4,096,665百万円（総資産の53.8％に相当）であり、今後の市場
金利の動向によって、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

ただし、有利子負債残高の89.2％（3,656,143百万円）は長期借入金、社債の長期資金であり、その殆どは固定金利で調達してい
ることから、金利の変動による当社グループの業績への影響は限定的と考えられます。

⑥操業リスクについて
電気事業を中心とする当社グループは、電力供給設備をはじめ多くの設備を保有しており、電気を中心とする商品・サービスの安
全・安定供給を確保するため、原子力をはじめとした設備の形成・保全、および安全最優先の事業運営等に取り組んでいます。し
かしながら、台風・豪雨（気候変動に起因する異常気象など）や地震・津波などの自然災害やサイバー攻撃、設備事故等により、
当社グループの設備の形成・操業や他社からの電気や資機材の調達等に支障が生じた場合、当社グループの業績は影響を受ける可
能性があります。
加えて、原子力については、新規制基準への対応や訴訟等の結果により、発電所の停止が長期化する場合、当社は他の電力会社と
比較して原子力発電の比率が高く、原子力利用率が１％変動すると費用が37億円変動（2019年度実績ベース）するなど、代替の火
力燃料費の増加等により、当社グループの業績は大きな影響を受ける可能性があります。

⑦情報の管理について
当社グループが保有するお客さま情報をはじめ、業務上取扱う重要情報については、サイバー攻撃への対応を含めた情報セキュリ
ティ対策の強化や社内ルールの整備、従業員教育を実施し、情報の厳正な管理に努めていますが、社外への流出が起こるなど問題
が発生した場合、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

⑧コンプライアンス
当社は、当社の役員等が社外の関係者から金品等を受け取っていた問題について、2019年10月、社外委員のみで構成される第三
者委員会を設置し、同委員会の調査に全面的に協力してきましたが、2020年3月14日、調査報告書を受領、また2020年3月29日、
経済産業省から電気事業法に基づく業務改善命令を受領しました。
当社グループとしては、それらを真摯に受け止め、2020年3月14日に設置した経営刷新本部において、再発防止対策を取りまとめ、
業務の改善計画を2020年3月30日に提出するとともに、必要な取組みについて株主総会の開催などにより速やかに決定および実行
していますが、求められるガバナンスを十分に実現できなかったり、重大なコンプライアンス違反の発生を許すなど、コンプライア
ンスに反する事象の発生により、社会的信用の低下などが発生した場合には、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

⑨その他：新型コロナウイルス感染症
新型コロナウイルス感染症拡大に伴う経済活動の停滞、それに関連した総販売電力量の変動や原油価格等の動向による火力燃料
費・購入電力料の変動等により、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。
また、当社グループの設備の形成・操業や他社からの電気や資機材の調達等に支障が生じた場合、当社グループの業績は影響を受
ける可能性があります。

●成長投資のマネジメント
グループ事業・国際事業等への成長投資については、投資の妥当性の評価に加えて、投資後のモニタリングと撤退・再建策の検討・
実施も含めた一連のマネジメントプロセスを構築・運用し、事業推進部門およびコーポレート部門の担当役員で構成される社内委員
会（成長・投資部会）において、専門的知見に基づく審議・検討をおこなっています。これにより、個別案件の意思決定における適
切な判断を支援するとともに、リスク顕在化時にはタイムリーな対処を促し、投資リスクの適正な管理に努めています。こうした成
長投資のマネジメント状況は定期的に執行役会議に報告するとともに、必要に応じて評価･管理の枠組みや手法の改善もおこなって
います。

◆投資妥当性評価
投資の実施にあたっては、個々の案件毎に、投資の目的・ねらいの全社方針との整合性に加え、リスクやサステナビリティを
十分に審査のうえ、採算性の確保を前提に、その妥当性を評価しています。

◆モニタリング
投資実施後は、個々の案件毎に、投資のねらいの達成状況や採算性を確認するモニタリングを定期的におこない、採算性低下
等の課題発生時には必要な対策の実施を求めています。

◆撤退・再建策の検討
採算性が大きく悪化した案件や保有意義が薄れた案件は、リスク等の状況を総合的に勘案のうえ、すみやかに撤退・再建等の
対応策を検討・審議し、リスクへの適切な対処に努めています。
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コンプライアンス

■ グループ全体でコンプライアンスを推進 ■
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

2020年度は、「業務改善計画記載事項の着実な実行、見直し事項の浸
透」、「自律的なコンプライアンスの推進と支援の継続」をコンプライ
アンス推進の基本方針に掲げています。また、当社グループ全体で認
識し取り組むべきコンプライアンス推進の重点テーマとして、「悪しき
前例との決別」、「贈答接待規程の確実な遵守」および「コンプライアン
ス相談窓口活用の推進」の3つを選定しています。
この基本方針および重点テーマを基軸に、当社グループ全従業員のコ
ンプライアンス意識の醸成を図ります。

◆ ◆ ◆ 体　制 ◆ ◆ ◆

当社グループでは、法令等遵守体制の抜本的な強化を図るため、外部人材を活用したコンプライアンス体制の再構築をおこなうこと
とし、今年度に、「コンプライアンス委員会」および「コンプライアンス推進室」を新設しました。
当社グループにおけるコンプライアンスに係る監督機能強化のため、執行から独立した「コンプライアンス委員会」を、取締役会直
下に設置しています。コンプライアンス委員会は、委員長を含む委員の過半数を社外有識者として、コンプライアンスに係る基本方
針や、取締役および執行役等に関する問題事象の対処方針など特に重要なものについて、審議・承認するとともに、社長等執行に対
して必要に応じ直接指導、助言、監督し、取締役会に定期的に報告をおこないます。
コンプライアンス推進室は、コンプライアンスにかかる推進機能を強化するために、執行側において、総務室から独立した組織とし
て新設され、法的知見を有するスタッフの他、多様な職歴を有するスタッフで構成されています。当社グループのコンプライアンス
推進計画の策定、実施および問題事象への対応を担うとともに、コンプライアンスにかかる諸事象について、コンプライアンス委員
会に報告、付議します。そして、コンプライアンス委員会の指導、助言、監督のもと、社長等執行が具体的な取組みをおこないます。
また、コンプライアンス推進室を担当する役員は、毎月、コンプライアンスの推進状況をコンプライアンス委員長に報告し、指導、
助言、監督を受けています。

◆コンプライアンス推進体制

◆ ◆ ◆ 目　標 ◆ ◆ ◆

・コンプライアンスの徹底：重大な社会コンプライアンス違反件数「0件」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→2019年度実績：7件　

・コンプライアンス相談窓口の活用促進：コンプライアンス相談窓口の受付件数およびそのなかでの重大なコンプライアンス違反の件数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→コンプライアンス相談窓口受付件数：2018年（73件）、2019年（74件）

（2019年度　重大なコンプラインス違反にかかる相談：0件）

◆ ◆ ◆ 取組み ◆ ◆ ◆

●当社各部門・グループ各社のコンプライアンス推進 
各部門・グループ各社が能動的にPDCAサイクルを機能させ、コンプライアンスを推進することで、「コンプライアンスが経営の基盤
である」という考え方のグループ全体の浸透・定着を図っています。
具体的には、各部門では、基本方針や重点テーマ、各部門の事業・業務特性、経営環境の変化に伴い今後生じうるコンプライアンス
リスク、社内外で過去に発生した不祥事などを踏まえ、各部門で自部門の「コンプライアンス推進計画」を策定し、推進の実践、評
価および改善を図っています。また、グループ各社では、基本方針、重点テーマを踏まえ、それぞれの事業特性、経営規模などの実
態に即して自律的にコンプライアンスを推進しています。

●各部門・グループ各社の活動に対する支援 
コンプライアンス推進室は、グループ全体の推進を牽引するとともに、各部門グループ各社の取組みをサポートしています。例えば、
法令や社内ルール、企業倫理等に照らして、当社グループの役員従業員全員が遵守、注意すべきことを、18項目のコンプライアン
ス指針として定め、「コンプライアンス・マニュアル」のなかで具体的に説明しています。今後は、重点テーマに関連する内容を中心に、
各部門・グループ各社の活動に資するディスカッション教材などをさらに充実させ、コンプライアンスに関する研修を強化、実施し
ていきます。

●グローバル・コンプライアンスの取組み 
当社グループは、アジア・北米・欧州のほか、さまざまな地域でグローバルな事業展開を進めていきます。このようななか、当社グルー
プは海外においても、現地の法令やルールを守り社会的な要請に適用するなど、コンプライアンスをより一層徹底しなければならな
いと考えており、コンプライアンス指針の一つとして、「国際ルールや相手国の法令等の遵守」を明示しています。そこでは、贈賄規
制の強化が世界的な潮流であること、国際事業を進めるにあたっての贈賄に伴うリスクを理解して十分に注意していかなければなら
ないことなどを、当社グループの役員、従業員に対し周知しています。
具体的には、外国公務員等に対する贈賄防止に関する社内規定を制定し、不正意図を持った贈答接待などの禁止事項や遵守すべき事
項の明確化などを図るとともに、海外事業や国際取引に携わる部門やグループ会社において、海外贈賄の防止をテーマとした研修や
意識啓発をおこなうなど、海外での事業展開を念頭においたコンプライアンスの徹底にも努めていきます。

●コンプライアンス相談窓口 
当社が開設している「コンプライアンス相談窓口」は、各種
法令違反、不適切な職場の業務運営といった職場の業務に
おけるコンプライアンス上疑問を感じることについて相談
を受け付けています。当社グループ各社の従業員に加えて、
取引先の従業員の方の利用も可能で、リスク情報が広く収
集できる体制となっています。さらに、必要に応じ、事象
に即した分野の専門弁護士が対応することとし、自らの判
断でコンプライアンス委員会あるいは監査委員会に対処を
求め、実効的措置を講じることができる仕組みとなってい
ます。窓口は匿名での相談を可能としたり、女性相談員を
配置するなど、相談しやすい環境整備に努めています。ま
た、受け付けた相談については、事実調査の後、必要に応
じて問題への対応をおこないます。なお、相談のなかで重
大なコンプラアインス違反が確認されたものはありません
でしたが、内部通報制度の充実と活用促進を2020年度コン
プライアンス推進計画に掲げ、取組みを進めています。

当社グループでは、業務改善計画の取組みの一環として、「外部人材を活用したコンプライアンス体制の再構築」に向けて、当社グルー
プのコンプライアンスに係る監督機能を強化するため、今年度新たにコンプライアンス委員会を設置し、会合を開催しております。
コンプライアンス委員会の指導、助言、監督のもと、「悪しき前例と決別する」という視点を大切にし、下記のとおり定めたコンプラ
イアンス推進計画を着実に実施し、各部門・各職場での自律的なコンプライアンス推進を展開しています。

●コンプライアンス委員会の開催状況（8月末時点）
•2020年5月18日会合での審議事項

コンプライアンス体制強化および意識の醸成・徹底に向けた今後の取組み事項と進め方、コンプライアンス推進に係る基本方針の
見直しの方向性など

•2020年6月12日会合での審議事項
業務改善計画の進捗状況、コンプライアンス推進に係る基本方針等の見直しの方向性など

•2020年8月17日会合での審議事項
役員退任後の嘱託等の報酬に関する調査報告書について

●2020年度コンプライアンス推進計画 
１．コンプライアンス推進に係る基本方針等の網羅的な見直しとその浸透

「ユーザー目線」でのコンプライアンス意識を醸成するため、コンプライアンス推進に係る基本方針や社内規程について、コン
プライアンス委員会の指導、助言、監督のもと、網羅的に見直していきます。また、2019年12月に制定した「贈答および接待
の取扱いに関する規程」について、検証をおこないながら、さらに実効的な内容へ見直します。
また、基本方針や贈答接待規程を全社大に浸透させるよう、メッセージ発信、社内報等を通じた丁寧な周知、研修の機会を活か
した意識啓発活動をおこなっていきます。

２．内部通報制度の充実と活用促進
•問題事象発生時における役員、従業員の報告ルール化

問題事象の発生時に、その発生箇所が、コンプライアンス推進室に速やかに報告すること、また、同室が、社会規範等の視点
から当該事象に対処するとともに、コンプライアンス委員会へ報告し、指導、助言、監督を受けることを社内規程に明記しました。

•内部通報・相談の仕組みの充実
役員、従業員および社外の関係者からの内部通報、相談について、「コンプライアンス相談窓口」が適切に対応し、さらに必要
に応じ、事象に即した分野の専門弁護士が対応することとし、自らの判断で、コンプライアンス委員会あるいは監査委員会に
対処を求め、実効的措置を講じることができる仕組みを確立しました。

今後は、内部通報制度に基づき役員、従業員が確実に問題事象を報告するよう、報告ルールについて丁寧に周知するとともに、
コンプライアンス相談窓口の活用を慫慂していきます。

３．コンプライアンス等に係る研修の実施
企業経営の刷新に向け、まず、役員が自らを磨き、格別に高い行動規範を堅持するため、役員トレーニングを強化し、社外の有
識者と、四半期に一度程度定期的に議論する場を設け、役員就任時の専用カリキュラムを整備します。あわせて、従業員につい
ても、従前の研修体系をさらに強化し、今後、コンプライアンス推進スタッフ向け研修や、公務員研修を参考にした新たな研修
を検討、実施し、当社グループのコンプライアンス意識の継続的な向上を図ります。

４．各部門・グループ各社の取り組み
P85の【当社各部門・グループ各社のコンプライアンス推進】のとおり、従来の取組みを継続していきます。

５．コンプライアンス事務局による各部門・グループ各社へのサポート
P85の【各部門・グループ各社の活動に対する支援】のとおり、従来の取組みを継続していきます。
当社グループは、引き続き、コンプライアンスを重視する組織風土の醸成を図るとともに、コンプライアンス強化に向けた取組
みを迅速かつ着実に実行していくことで、社会の皆さまからの信頼を再び賜ることができるよう全力を尽くしていきます。

●コンプライアンス違反への対応 
当社では、昨年度に定めた業務改善計画を踏まえ、問題事象発生時の報告体制について整備し、役員、従業員の報告ルールについて
社内規程に明記しました。各部門の長は、その所管する部門等において、当社の対外的信頼等に影響する、重大な法令違反（法令等
により定められた手続きの遺漏含む。）や不正等のコンプライアンス上問題となる事象に関する情報を察知した際は、ただちにコン
プライアンス推進室長に報告し、コンプライアンス推進室長は、当該事象に適切に対処するとともに、コンプライアンス委員会に報
告し、指導、助言および監督を受けます。
また、役員は、コンプライアンス上問題となる事象、またはその発生のおそれを認識した場合、コンプライアンス委員会の社外委員
および取締役会議長に報告することとしています。従業員については、同様の場合において、上司へ報告することとしており、また
報告内容に鑑み、社内外に設置するコンプライアンス相談窓口への報告が適切であると判断した際は、上司へ報告する代わりに当該
窓口へ報告することも可能であり、当該窓口は、報告を受けた場合、必要に応じて関係部門または関係者と協力して調査、対応をお
こないます。調査の結果、法令違反等が明らかになった場合は、関係各部門または関係者がすみやかに是正措置および再発防止策を
講じることとしており、必要に応じて、関係行政機関への報告や、報道機関への公表等を実施します。
コンプライアンス相談窓口は、関係部門または関係者に対して、必要に応じてフォローアップを実施することとしており、是正措置
や再発防止策が十分に機能しているか、コンプライアンス上問題となる行為が再発していないか確認し、コンプライアンス上の問題
行為が再発している場合は、当該部門やその他関係する部門などと、必要な対応について協議することとしています。

●贈収賄等の腐敗に関する制裁案件 
当社では贈答および接待の取扱いや、外国公務員等に対する贈賄防止に関する社内規程を整備し、贈収賄等の腐敗防止に向けた対応
を徹底するとともに、贈収賄等に限らず、当社の業務に関わるコンプライアンス上の問題事象が発生した場合には、ただちに、コン
プライアンス推進室やコンプライアンス相談窓口へ報告する体制を構築しています。
なお、2019年度は、当社において贈収賄等腐敗行為に基づき法的措置、罰金・課徴金等の制裁を受けた事例はありませんでした。

●コンプライアンス上のリスク評価に関して 
当社グループでは、腐敗防止を含むコンプライアンス上のリスクを毎年評価し、対応すべきコンプライアンスリスク項目を選定しています。
それらのリスクに対しては、具体的な防止策を立案し、実践しています。

■ 情報セキュリティ対策 ■
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

◆ ◆ ◆ 方針・考え方 ◆ ◆ ◆

個人情報に対する意識の高まりやデジタル化の進展に伴うデータ利活用が加速する中、個人情報保護法により、個人情報を取扱う事
業者が遵守すべき義務が強化されてきました。
当社グループは、お客さまをはじめとした社会の多くのみなさまからの信頼に応え、企業としての使命を果たしていくために、個人
情報の適切な保護が重要な責務であると考えています。当社およびグループ会社が保有するお客さま等の個人情報については、個人
の人格尊重の理念のもとに慎重に取り扱われるべきものであることを十分認識し、個人情報保護法やガイドライン等を遵守するとと
もに、プライバシー権等の権利にも配慮した適切な取扱いをおこないます。
また、個人情報だけでなく業務情報の適切な取扱いを含む情報セキュリティについても、組織的対策、人的対策、物理的対策、技術的
対策を実施しています。各対策については、社内外の事象や最新の技術・知見を取り入れて、適宜見直しをするなど改善に努めています。

◆ ◆ ◆ 体　制 ◆ ◆ ◆

　所管役員　彌園　豊一 [CISO（代表執行役副社長）]
　審議機関　執行役会議
　事 務 局　IT戦略室 サイバーセキュリティグループ （情報セキュリティ事務局）

◆ ◆ ◆ 取組み ◆ ◆ ◆

当社グループでは、入退室管理や情報システムのアクセス管理などの物理的・技術的な対策
の強化に取り組むとともに、社内ルールの見直しや従業員への研修、標的型メール訓練など、
組織的・人的対策も継続して実施するなど、情報セキュリティの強化に取り組んでいます。

リスクマネジメント

◆ ◆ ◆ 方針・考え方 ◆ ◆ ◆

当社は、2006年4月に定めた「関西電力グループリスク管理規程」に則り、組織目標の達成に影響を与える可能性のある事象をリス
クとして認識、評価したうえで、必要な対策を実施するとともに、対策後にその評価をおこない、改善していく一連のプロセスにより、
当社グループへの影響を適切なレベルに管理することとしています。

◆ ◆ ◆ 体　制 ◆ ◆ ◆

当社グループの事業活動に伴うリスクについては、「関西電力グループリスク管理規程」に基づき、各業務執行部門が自律的に管理す
ることを基本とし、組織横断的かつ重要なリスク（情報セキュリティ、子会社の経営管理、安全・健康、市場リスク、財務報告の信頼性、
環境、災害、コンプライアンス）については、必要に応じてリスクの分野ごとに専門性を備えたリスク管理箇所を定め、各業務執行
部門に対して、助言・指導をおこなうことでリスク管理の強化を図ります。さらにリスクを統括的に管理する「リスク管理委員会」
を設置し、リスク管理委員会の委員長をリスク管理統括責任者とする体制のもと、当社グループの事業活動に伴うリスクを適切なレ
ベルに管理するよう努めています。

◆リスク管理体制図

◆ ◆ ◆ 取組み ◆ ◆ ◆

リスク管理委員会では、安全・安定供給の責務を果たすための事業基盤の確立と、事業環境変化への的確な対応の観点から、当社グルー
プの事業活動に大きく影響を与える重要リスク項目を抽出し、その管理状況を全社的視点から把握・評価しています。その評価結果
に基づき、必要に応じて業務執行部門への改善指示をおこな
うほか、影響度、発生可能性の観点から重要性を評価し、リ
スクマップ上に表示することで、俯瞰的にリスク管理状況を
把握・管理しています。加えて、リスク評価結果を執行役会
議およびサステナビリティ・CSR推進会議に提示し、将来にわ
たる持続的成長の実現に向け、必要なリスク対策をグループ
全体の計画・方針に反映するようにしています。
こうしたリスク管理の取組み状況は、定期的に執行役会議お
よび取締役会へ報告しています。また、必要に応じてリスク
管理の仕組み、体制の改善もおこなっています。

なお、当社グループ（当社および連結子会社）の経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、主に以下のよう
なものがあります。

①電気事業を取り巻く環境の変化について
電気事業については、将来のエネルギーミックスのあり方や、小売全面自由化を踏まえた今後の状況変化、今後の電力システムに
関する詳細制度設計の動向により、電源構成の大幅な変化や、他事業者との競争のさらなる拡大等の可能性があります。
使用済燃料の再処理等の原子力バックエンド事業について、超長期の事業であり、不確実性を伴うが、国による制度措置等により
事業者のリスクが軽減されています。原子力バックエンドコストについては、今後の制度の見直しや将来費用の見積額の変動等に
より、費用負担額が増加する可能性があります。
また、原子力損害賠償・廃炉等支援機構一般負担金については、今後の負担総額や負担金率の変動等により、当社の負担額が増加
する可能性があります。
さらに、「低炭素」のリーディングカンパニーとして気候変動問題への対応をはじめ、環境負荷の低減に取り組むが、今後のわが国
の環境政策および国際枠組みの動向などによっては、将来的に当社グループの事業運営に影響を受ける可能性があります。
以上のような電気事業を取り巻く環境の変化により、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

②総販売電力量、販売価格の変動について
これまでに培ったソリューション力を活かして、「安心・快適・便利」で経済的なエネルギーサービスをお届けしていきますが、総
販売電力量は、冷暖房需要の主たる変動要因である気象（特に気温）や、景気の動向、省エネルギーの進展、技術革新による電気
の利用形態の変化および他事業者との競争状況等により変動し、また、販売価格も他事業者との競争状況や日本卸電力取引所の取
引価格等により変動し、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

③燃料費、購入電力料の変動について
電気事業における主要な火力燃料はLNG、原油、石炭等であるため、原油価格、外国為替相場、価格交渉等の動向によって火力燃料費・
購入電力料は変動し、当社グループの業績はその影響を受ける可能性があります。
ただし、原油価格や外国為替相場等の変動を電気料金に反映させる「燃料費調整制度」により、燃料価格の変動が一定範囲の場合
には、電気料金を調整することが可能であることから、当社グループの業績への影響は緩和されます。
また、総販売電力量の変動や、年間の降雨降雪量の変動による水力発電所の発電量の増減等によって、火力燃料費や購入電力料が
変動することにより、当社グループの業績はその影響を受ける可能性があります。
ただし、水力発電所の発電量の増減については、「渇水準備引当金制度」によって一定の調整が図られることから、当社グループの
業績への影響は緩和されます。

④その他事業について
当社グループは、持続的な成長に向け、海外電気事業に加え、ガス・その他エネルギー事業、情報通信事業、生活・ビジネスソリュー
ション事業など、グループ総合力を発揮して新たな事業・サービスを創出し、お客さまや社会の幅広い課題の解決に取り組み、さ
まざまな事業を国内外で展開しています。法規制や技術革新、他事業者との競合の進展、原油価格や外国為替相場等の変動、海外
展開に伴う固有のリスク、その他事業環境の変化により、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

⑤金利変動について
当社グループの有利子負債残高（連結）は、2020年３月末時点で、4,096,665百万円（総資産の53.8％に相当）であり、今後の市場
金利の動向によって、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

ただし、有利子負債残高の89.2％（3,656,143百万円）は長期借入金、社債の長期資金であり、その殆どは固定金利で調達してい
ることから、金利の変動による当社グループの業績への影響は限定的と考えられます。

⑥操業リスクについて
電気事業を中心とする当社グループは、電力供給設備をはじめ多くの設備を保有しており、電気を中心とする商品・サービスの安
全・安定供給を確保するため、原子力をはじめとした設備の形成・保全、および安全最優先の事業運営等に取り組んでいます。し
かしながら、台風・豪雨（気候変動に起因する異常気象など）や地震・津波などの自然災害やサイバー攻撃、設備事故等により、
当社グループの設備の形成・操業や他社からの電気や資機材の調達等に支障が生じた場合、当社グループの業績は影響を受ける可
能性があります。
加えて、原子力については、新規制基準への対応や訴訟等の結果により、発電所の停止が長期化する場合、当社は他の電力会社と
比較して原子力発電の比率が高く、原子力利用率が１％変動すると費用が37億円変動（2019年度実績ベース）するなど、代替の火
力燃料費の増加等により、当社グループの業績は大きな影響を受ける可能性があります。

⑦情報の管理について
当社グループが保有するお客さま情報をはじめ、業務上取扱う重要情報については、サイバー攻撃への対応を含めた情報セキュリ
ティ対策の強化や社内ルールの整備、従業員教育を実施し、情報の厳正な管理に努めていますが、社外への流出が起こるなど問題
が発生した場合、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

⑧コンプライアンス
当社は、当社の役員等が社外の関係者から金品等を受け取っていた問題について、2019年10月、社外委員のみで構成される第三
者委員会を設置し、同委員会の調査に全面的に協力してきましたが、2020年3月14日、調査報告書を受領、また2020年3月29日、
経済産業省から電気事業法に基づく業務改善命令を受領しました。
当社グループとしては、それらを真摯に受け止め、2020年3月14日に設置した経営刷新本部において、再発防止対策を取りまとめ、
業務の改善計画を2020年3月30日に提出するとともに、必要な取組みについて株主総会の開催などにより速やかに決定および実行
していますが、求められるガバナンスを十分に実現できなかったり、重大なコンプライアンス違反の発生を許すなど、コンプライア
ンスに反する事象の発生により、社会的信用の低下などが発生した場合には、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

⑨その他：新型コロナウイルス感染症
新型コロナウイルス感染症拡大に伴う経済活動の停滞、それに関連した総販売電力量の変動や原油価格等の動向による火力燃料
費・購入電力料の変動等により、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。
また、当社グループの設備の形成・操業や他社からの電気や資機材の調達等に支障が生じた場合、当社グループの業績は影響を受
ける可能性があります。

●成長投資のマネジメント
グループ事業・国際事業等への成長投資については、投資の妥当性の評価に加えて、投資後のモニタリングと撤退・再建策の検討・
実施も含めた一連のマネジメントプロセスを構築・運用し、事業推進部門およびコーポレート部門の担当役員で構成される社内委員
会（成長・投資部会）において、専門的知見に基づく審議・検討をおこなっています。これにより、個別案件の意思決定における適
切な判断を支援するとともに、リスク顕在化時にはタイムリーな対処を促し、投資リスクの適正な管理に努めています。こうした成
長投資のマネジメント状況は定期的に執行役会議に報告するとともに、必要に応じて評価･管理の枠組みや手法の改善もおこなって
います。

◆投資妥当性評価
投資の実施にあたっては、個々の案件毎に、投資の目的・ねらいの全社方針との整合性に加え、リスクやサステナビリティを
十分に審査のうえ、採算性の確保を前提に、その妥当性を評価しています。

◆モニタリング
投資実施後は、個々の案件毎に、投資のねらいの達成状況や採算性を確認するモニタリングを定期的におこない、採算性低下
等の課題発生時には必要な対策の実施を求めています。

◆撤退・再建策の検討
採算性が大きく悪化した案件や保有意義が薄れた案件は、リスク等の状況を総合的に勘案のうえ、すみやかに撤退・再建等の
対応策を検討・審議し、リスクへの適切な対処に努めています。

情報セキュリティ研修受講率  単体
（2020年2月～3月）

98.4％
（17,979人）
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社　会関西電力グループのサステナビリティ 環　境 ガバナンス

関西電力株式会社関西電力グループ 関西電力送配電株式会社

●関連データ

リスクマネジメント

◆ ◆ ◆ 方針・考え方 ◆ ◆ ◆

当社は、2006年4月に定めた「関西電力グループリスク管理規程」に則り、組織目標の達成に影響を与える可能性のある事象をリス
クとして認識、評価したうえで、必要な対策を実施するとともに、対策後にその評価をおこない、改善していく一連のプロセスにより、
当社グループへの影響を適切なレベルに管理することとしています。

◆ ◆ ◆ 体　制 ◆ ◆ ◆

当社グループの事業活動に伴うリスクについては、「関西電力グループリスク管理規程」に基づき、各業務執行部門が自律的に管理す
ることを基本とし、組織横断的かつ重要なリスク（情報セキュリティ、子会社の経営管理、安全・健康、市場リスク、財務報告の信頼性、
環境、災害、コンプライアンス）については、必要に応じてリスクの分野ごとに専門性を備えたリスク管理箇所を定め、各業務執行
部門に対して、助言・指導をおこなうことでリスク管理の強化を図ります。さらにリスクを統括的に管理する「リスク管理委員会」
を設置し、リスク管理委員会の委員長をリスク管理統括責任者とする体制のもと、当社グループの事業活動に伴うリスクを適切なレ
ベルに管理するよう努めています。

◆リスク管理体制図

◆ ◆ ◆ 取組み ◆ ◆ ◆

リスク管理委員会では、安全・安定供給の責務を果たすための事業基盤の確立と、事業環境変化への的確な対応の観点から、当社グルー
プの事業活動に大きく影響を与える重要リスク項目を抽出し、その管理状況を全社的視点から把握・評価しています。その評価結果
に基づき、必要に応じて業務執行部門への改善指示をおこな
うほか、影響度、発生可能性の観点から重要性を評価し、リ
スクマップ上に表示することで、俯瞰的にリスク管理状況を
把握・管理しています。加えて、リスク評価結果を執行役会
議およびサステナビリティ・CSR推進会議に提示し、将来にわ
たる持続的成長の実現に向け、必要なリスク対策をグループ
全体の計画・方針に反映するようにしています。
こうしたリスク管理の取組み状況は、定期的に執行役会議お
よび取締役会へ報告しています。また、必要に応じてリスク
管理の仕組み、体制の改善もおこなっています。

なお、当社グループ（当社および連結子会社）の経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、主に以下のよう
なものがあります。

①電気事業を取り巻く環境の変化について
電気事業については、将来のエネルギーミックスのあり方や、小売全面自由化を踏まえた今後の状況変化、今後の電力システムに
関する詳細制度設計の動向により、電源構成の大幅な変化や、他事業者との競争のさらなる拡大等の可能性があります。
使用済燃料の再処理等の原子力バックエンド事業について、超長期の事業であり、不確実性を伴うが、国による制度措置等により
事業者のリスクが軽減されています。原子力バックエンドコストについては、今後の制度の見直しや将来費用の見積額の変動等に
より、費用負担額が増加する可能性があります。
また、原子力損害賠償・廃炉等支援機構一般負担金については、今後の負担総額や負担金率の変動等により、当社の負担額が増加
する可能性があります。
さらに、「低炭素」のリーディングカンパニーとして気候変動問題への対応をはじめ、環境負荷の低減に取り組むが、今後のわが国
の環境政策および国際枠組みの動向などによっては、将来的に当社グループの事業運営に影響を受ける可能性があります。
以上のような電気事業を取り巻く環境の変化により、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

②総販売電力量、販売価格の変動について
これまでに培ったソリューション力を活かして、「安心・快適・便利」で経済的なエネルギーサービスをお届けしていきますが、総
販売電力量は、冷暖房需要の主たる変動要因である気象（特に気温）や、景気の動向、省エネルギーの進展、技術革新による電気
の利用形態の変化および他事業者との競争状況等により変動し、また、販売価格も他事業者との競争状況や日本卸電力取引所の取
引価格等により変動し、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

③燃料費、購入電力料の変動について
電気事業における主要な火力燃料はLNG、原油、石炭等であるため、原油価格、外国為替相場、価格交渉等の動向によって火力燃料費・
購入電力料は変動し、当社グループの業績はその影響を受ける可能性があります。
ただし、原油価格や外国為替相場等の変動を電気料金に反映させる「燃料費調整制度」により、燃料価格の変動が一定範囲の場合
には、電気料金を調整することが可能であることから、当社グループの業績への影響は緩和されます。
また、総販売電力量の変動や、年間の降雨降雪量の変動による水力発電所の発電量の増減等によって、火力燃料費や購入電力料が
変動することにより、当社グループの業績はその影響を受ける可能性があります。
ただし、水力発電所の発電量の増減については、「渇水準備引当金制度」によって一定の調整が図られることから、当社グループの
業績への影響は緩和されます。

④その他事業について
当社グループは、持続的な成長に向け、海外電気事業に加え、ガス・その他エネルギー事業、情報通信事業、生活・ビジネスソリュー
ション事業など、グループ総合力を発揮して新たな事業・サービスを創出し、お客さまや社会の幅広い課題の解決に取り組み、さ
まざまな事業を国内外で展開しています。法規制や技術革新、他事業者との競合の進展、原油価格や外国為替相場等の変動、海外
展開に伴う固有のリスク、その他事業環境の変化により、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

⑤金利変動について
当社グループの有利子負債残高（連結）は、2020年３月末時点で、4,096,665百万円（総資産の53.8％に相当）であり、今後の市場
金利の動向によって、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。
ただし、有利子負債残高の89.2％（3,656,143百万円）は長期借入金、社債の長期資金であり、その殆どは固定金利で調達してい
ることから、金利の変動による当社グループの業績への影響は限定的と考えられます。

⑥操業リスクについて
電気事業を中心とする当社グループは、電力供給設備をはじめ多くの設備を保有しており、電気を中心とする商品・サービスの安
全・安定供給を確保するため、原子力をはじめとした設備の形成・保全、および安全最優先の事業運営等に取り組んでいます。し
かしながら、台風・豪雨（気候変動に起因する異常気象など）や地震・津波などの自然災害やサイバー攻撃、設備事故等により、
当社グループの設備の形成・操業や他社からの電気や資機材の調達等に支障が生じた場合、当社グループの業績は影響を受ける可
能性があります。
加えて、原子力については、新規制基準への対応や訴訟等の結果により、発電所の停止が長期化する場合、当社は他の電力会社と
比較して原子力発電の比率が高く、原子力利用率が１％変動すると費用が37億円変動（2019年度実績ベース）するなど、代替の火
力燃料費の増加等により、当社グループの業績は大きな影響を受ける可能性があります。

⑦情報の管理について
当社グループが保有するお客さま情報をはじめ、業務上取扱う重要情報については、サイバー攻撃への対応を含めた情報セキュリ
ティ対策の強化や社内ルールの整備、従業員教育を実施し、情報の厳正な管理に努めていますが、社外への流出が起こるなど問題
が発生した場合、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

⑧コンプライアンス
当社は、当社の役員等が社外の関係者から金品等を受け取っていた問題について、2019年10月、社外委員のみで構成される第三
者委員会を設置し、同委員会の調査に全面的に協力してきましたが、2020年3月14日、調査報告書を受領、また2020年3月29日、
経済産業省から電気事業法に基づく業務改善命令を受領しました。
当社グループとしては、それらを真摯に受け止め、2020年3月14日に設置した経営刷新本部において、再発防止対策を取りまとめ、
業務の改善計画を2020年3月30日に提出するとともに、必要な取組みについて株主総会の開催などにより速やかに決定および実行
していますが、求められるガバナンスを十分に実現できなかったり、重大なコンプライアンス違反の発生を許すなど、コンプライア
ンスに反する事象の発生により、社会的信用の低下などが発生した場合には、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

⑨その他：新型コロナウイルス感染症
新型コロナウイルス感染症拡大に伴う経済活動の停滞、それに関連した総販売電力量の変動や原油価格等の動向による火力燃料
費・購入電力料の変動等により、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。
また、当社グループの設備の形成・操業や他社からの電気や資機材の調達等に支障が生じた場合、当社グループの業績は影響を受
ける可能性があります。

●成長投資のマネジメント
グループ事業・国際事業等への成長投資については、投資の妥当性の評価に加えて、投資後のモニタリングと撤退・再建策の検討・
実施も含めた一連のマネジメントプロセスを構築・運用し、事業推進部門およびコーポレート部門の担当役員で構成される社内委員
会（成長・投資部会）において、専門的知見に基づく審議・検討をおこなっています。これにより、個別案件の意思決定における適
切な判断を支援するとともに、リスク顕在化時にはタイムリーな対処を促し、投資リスクの適正な管理に努めています。こうした成
長投資のマネジメント状況は定期的に執行役会議に報告するとともに、必要に応じて評価･管理の枠組みや手法の改善もおこなって
います。

◆投資妥当性評価
投資の実施にあたっては、個々の案件毎に、投資の目的・ねらいの全社方針との整合性に加え、リスクやサステナビリティを
十分に審査のうえ、採算性の確保を前提に、その妥当性を評価しています。

◆モニタリング
投資実施後は、個々の案件毎に、投資のねらいの達成状況や採算性を確認するモニタリングを定期的におこない、採算性低下
等の課題発生時には必要な対策の実施を求めています。

◆撤退・再建策の検討
採算性が大きく悪化した案件や保有意義が薄れた案件は、リスク等の状況を総合的に勘案のうえ、すみやかに撤退・再建等の
対応策を検討・審議し、リスクへの適切な対処に努めています。

コンプライアンス意識（社内アンケート）

コンプライアンス相談窓口受付件数

　うち、重大なコンプライアンス違反の件数

重大な社会コンプライアンス違反件数

情報セキュリティ研修受講者数

重大な情報セキュリティ事故件数

95.3%

67件

0件

2件

18846人

1件

2018/3

95.8%

73件

0件

3件

17404人

1件

2019/3

96.9%

74件

0件

7件

17979人

２件

2020/3

コンプライアンス指針 有

方針

コンプライアンス指針
https://www.kepco.co.jp/sustainability/csr/principle/pdf/compliance_guidelines.pdf

倫理規範 有 関西電力グループCSR行動憲章に含む
https://www.kepco.co.jp/sustainability/csr/mind/charter/index.html

腐敗防止方針 有 関西電力グループCSR行動憲章に含む
https://www.kepco.co.jp/sustainability/csr/principle/pdf/compliance_guidelines.pdf

贈収賄方針 有 関西電力グループCSR行動憲章に含む
https://www.kepco.co.jp/sustainability/csr/principle/pdf/compliance_guidelines.pdf

公益通報者保護方針 有

個人情報保護指針 有 個人情報保護方針
https://www.kepco.co.jp/siteinfo/privacy/

情報セキュリティ指針 有 ー

ー

贈答および接待の取り扱いに関する規程 有 ー
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